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第１章 序論 

 

 経営者は，内部統制の観点から，財務報告に誤りや不正が記載されないように，信頼できる業

務プロセスを構築しなければならない．しかし，業務プロセスの信頼性には，客観的な基準など

はなく、公認会計士などの専門家の知識や経験による主観的な判断に頼らなければならない．こ

のため，信頼できる業務プロセスを構築しなければならない経営者自身が，業務プロセスの信頼

性を客観的に判断するのが難しいという課題がある． 

 本論文では，業務プロセスの信頼性の一つの基準を，会計や会計監査，内部統制の分析から，

業務プロセス上で実行される取引のすべての伝票が突合せされる，と定めて，業務プロセスの科

学的，客観的な伝票突合せモデルを構築し，伝票突合せ不整合リスクを数理的に判定するアルゴ

リズムを示して，基準に沿った業務プロセスの信頼性をアセスメントする手法を提案した．もと

より，業務プロセスの信頼性についての全体をカバーできるものではないが，専門家の知識や経

験による主観的な判断に頼りがちな分野での，一つの試みであり，科学的，客観的に分析するこ

とで，経験的に知られていた事象が，科学的，客観的に裏付けられる可能性がある． 

 

 1.1 業務プロセスの信頼性の判定の課題 

 

 経営者は，内部統制の観点から，財務報告に誤りや不正が記載されないように，信頼できる業

務プロセスを構築しなければならない．会計監査において，公認会計士から，財務報告の不備を

指摘されると，投資家からの信頼を損なうことになりかねず，経営上好ましくない． 

 信頼できる業務プロセスの構築について，「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準（内部統制実施基準）」[44，45]には，その手順として，それぞれの取引に係る業務の

流れ図や業務記述書を作成して，ミスや不正の入り込むリスク分析をおこない，識別されたリス

クに対して，個々に対策(統制)を実施する手法が上げられている．これに基づいて，現在，多く

のコンサルタントが指導し，経営者は信頼できる業務プロセスを構築している．しかし，この構

築手法では，リスクを識別する際の客観的な基準は定められていないので，業務や会計の専門家

が知識と経験に基づいて，それぞれの業務プロセスにミスや不正が入り込むリスクを識別し，分

析，評価して，それにふさわしい統制を検討している．このため，専門的な知識や経験がないと，

抜けなくリスクを識別することや、識別したリスクに対する統制の正当性や妥当性を判断するこ

とが難しく，信頼できる業務プロセスを構築しなければならない経営者自身が，業務プロセスの

信頼性を客観的に判断するのが難しいという課題があった． 

 この手法を補うために，ガイドライン(COSO（Committee of Sponsoring Organization the 

Treadway Commission）[42]や COBIT（Control Objectives for Information and Related 
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Technology）[39，48]，システム管理基準 追補版[46，47]など)や関連する書籍，文献[23，24，

25，26，27，28，29，30，31，32，33，34，35，36，37，38，40，41，43]が出版され，そ

の中に，リスク対応の手法や，リスクと統制の一覧などが上げられており，関係者の判断が，か

け離れることがないように配慮されている．それでも，客観的な基準は示されていないので，識

別されたリスクや，対応する統制の，正当性や妥当性を科学的，客観的に議論することは難しい． 

 

 1.2 業務プロセスの信頼性の一つの基準策定の方針 

 業務プロセスの信頼性のような実務を，科学的，客観的に議論するためには，実務に関連する

事象の概念分析をおこない，実務上の事象や課題を，明確に定義して，科学的，客観的に議論で

きるモデルを作成する必要がある． 

 業務プロセスの信頼性の一部をモデル化して議論することで，知識や経験に基づいた議論では，

あいまいに終わっていたリスクや統制の正当性，妥当性の議論を，論理的に突き詰めて考えるこ

とができるようになる可能性がある．なぜ，それがリスクとなるのか？，なぜ、その統制はリス

クに有効なのか？などを，論理的に議論することは，専門家の知識や経験を裏付け，補強するこ

とになり，実務上，有意義なものとなる（図 1.2-1）． 

 なお，実務を，科学的，客観的な議論ができるようにモデル化するには，実務のあいまいな点

や複雑過ぎて扱えない点を除外し，絞り込む必要が生じる．このため，作成したモデルは、実務

全体ではなく，その一部となっているので、論理的に議論できるのは，信頼性の一部であること

を認識しておく必要がある． 

 

 

 

図 1.2-1 業務プロセスの信頼性の一つの基準 
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 1.3 業務プロセスの信頼性の一つの基準 

 

 会計監査において，公認会計士は，財務報告にミスや不正がないか，実査，立会，関係者への

質問などの監査手法を駆使して監査をおこなう．監査手法には，取引に関連する伝票間に不整合

がないか，取引に関連する一連の伝票を突合せして相違がないか検証する手法がある． 

 一方，取引の業務プロセスにおいても，作業を担当する部門の担当者は，同一取引において，

先に受領，保管している伝票と，新たに受領した伝票の品名、数量、単価などの項目に相違がな

いかのチェックを自然におこなっている． 

 会計監査でおこなわれている，取引に関連する一連の伝票突合せが，業務プロセスの中に，あ

らかじめ組込まれていると，取引のミスや不正のリスクを，事前に軽減できる可能性があり，業

務プロセスの信頼性を高めることができる． 

 そこで，我々は，業務プロセスの信頼性の一つの基準を，業務プロセス上で実行される取引の

すべての伝票が突合せされている，と定めて，業務プロセスの伝票突合せモデルを構築し，伝票

突合せ不整合リスクを数理的に判定するアルゴリズムを示して，この基準に沿った業務プロセス

の信頼性をアセスメントする手法を提案する． 

 取引に係る内部統制を，実務では普通におこなわれているドキュメントの突合せに着目して議

論した例はあるが[62]，特に，すべてのドキュメントの突合せをモデル化し，業務プロセスのリ

スクを科学的，客観的に議論した例は，我々の知る限りない． 

 

 1.4 本論文の構成 

 

 本論文では，「第 2 章 会計監査と内部統制」で，課題の背景となる会計，会計監査，内部統

制について説明し，「第 3 章 業務プロセスの信頼性」で業務プロセスの信頼性の一つの基準を

定める． 

「第 4 章 業務プロセスダイアグラム」で，業務プロセスの科学的，客観的な伝票突合せモデル

を構築して，「第 5 章 伝票不整合リスク判定アルゴリズム」で，伝票突合せ不整合リスクの数

理的な判定法を示し，この基準に沿った業務プロセスの信頼性のアセスメント手法として提案す

る．そして，「第 6 章 標準仕入業務プロセスへの適用」で提案手法を，標準仕入業務プロセス

への適用を試みる． 

 さらに，「第 7 章 業務プロセスの信頼性のアセスメントツール」で、提案手法をツール化し

て，「第 8 章 さまざまな業務プロセスへの適用」で，標準仕入業務プロセス以外のさまざまな

業務プロセスに提案手法を適用できることを示す．「第 9 章 部門の信頼性リスク」で，提案手
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法を拡張する． 

 最後に，「第 10 章 関連研究」で，提案手法の関連研究を述べ，「第 11 章 結論」で，提案手

法の成果や制約、今後の取組みについて述べる． 
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第２章 会計監査と内部統制 

 

 本章では，業務プロセスの信頼性の一つの基準を，「業務プロセス上で実行される取引のすべ

ての伝票が突合せされている」と定めた背景となる，取引を記録する会計の仕組みや，取引記録

の信頼性を確保する会計監査手法，財務報告の信頼性に係る内部統制について説明する． 

 

 2.1 会計の仕組み 

 

 最初に，財務報告の信頼性の観点から，取引を記録，集計する会計の仕組みについて説明する

[2，3，4，5，6，7，8，9，10，11]． 

 

 2.1.1 財務報告と勘定科目 

 企業活動で作成される「1 年間の伝票や帳簿の内容の行きつく所は，貸借対照表，損益計算書，

キャッシュフロー計算書という財務諸表」（ビジネスゼミナール会社経理入門）[1]なので，最初

に，実物の貸借対照表を図 2.1.1-1 に上げた． 
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図 2.1.1-1 貸借対照表の例 

 

 財務報告の一つである貸借対照表では，金銭を勘定科目（かんじょうかもく）と呼ばれる科目

に分類して表示している．例えば，左枠の上段に「流動資産」とあり，その下に勘定科目「現金
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預金」の金額が記載されている．また，右枠の中段には「固定負債」とあり勘定科目「長期借入

金」の金額が記載さている．このように，勘定科目は階層構造を持っていて，下位の勘定科目の

金額が，その上位の勘定科目の金額に集計される． 

 企業が，投資家などへ公開する，金銭に係る企業の活動状況である財務報告は，会計の規則に

従って分類された，勘定科目毎の金額の合計額で表示される． 

 しかし，信頼性の観点から，財務報告の勘定科目毎の合計金額だけでは，会計手続きに誤りが

あっても，どこに原因があるのかわからない．そこで，企業内では金銭の増減に関わる取引毎に

記録を取って管理している． 

 

 2.1.2 取引と仕訳 

 

 ひとつひとつの取引は，仕訳と呼ばれる形式で記録される．仕訳は，左の欄（借方）と右の欄

（貸方）に，それぞれ勘定科目と金額（他に日付や単価、数量など）を記載することで表現され

る（図 2.1.2-1）． 

 例えば，商品 A を手形 1,000 円で購入する取引は，図 2.1.2-2 のように、左右の欄の、勘定科

目と金額で表現される．これが仕訳である．さまざまな取引の記録が勘定科目と金額の対で仕訳

され，各勘定科目と金額が，会計規則に従って，対応する上位の勘定科目に集計されて財務報告

となる． 

 このように，財務報告に記載されている上位の勘定科目の金額は，取引記録である仕訳に記載

された下位の勘定科目の金額を，会計規則にしたがって集計したものである．ここで，財務報告

の信頼性について考えると，取引に基づかないで仕訳を勝手に作成したり，取引があるのに仕訳

が作成されないと，財務報告にも誤りが生じてしまう． 

 

 

図 2.1.2-1 仕訳の形式 

 

 

図 2.1.2-2 仕訳の例 

 

 2.1.3 会計事象と伝票 
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 このため，仕訳は，取引を構成する会計事象に付随する証憑書類としての伝票に基づいて作成

される． 

 例えば，商品 A を金額 1,000 円で購入する取引では，会社の業務規則に沿って，取引を構成

する注文，納品，請求，支払いなどの会計事象と，これに付随して，商品 A の注文書，納品書，

請求書，領収書などの伝票などがあり，いずれの伝票にも，商品 A を金額 1,000 円で取引した

記録が記載されている． 

 これらの伝票の商品名，数量，単価，合計金額は，仕訳に記載される勘定科目，金額と密に関

係しているので，伝票間に不整合があると，取引が実在したことの信頼性に疑問が生じる． 

 例えば，商品 A の取引で，納品書の商品名だけが商品 B であるとすると，商品 A と商品 B の

どちらが購入されたのか？，どちらもいっしょに購入されたのか？，さもなければ，どちらも購

入されなかったのか？，わからなくなってしまう．このため，取引に関係するすべの伝票の，仕

訳に記載される項目が整合していることが，取引の信頼性に重要であり，最終的には財務報告の

信頼性に直に結びついている（図 2.1.3-1）． 

 

 

図 2.1.3-1 取引を記録・集計して財務報告を作成する仕組み 

 

2.2 会計監査の手法 
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 会計には，財務報告の信頼性を確保するために，さまざまな仕組みが備わっているが，企業活

動をおこない，財務報告を作成・公開し，報告内容に関して利害が伴う当事者である会社に，財

務報告の信頼性を依存してしまうのは無理がある．そのため，上場企業の場合，会計の専門家で

ある公認会計士による会計監査が必須となっている．そこで，財務報告や，それを構成する取引

の信頼性を確保する会計監査の手法について説明する． 

 

 2.2.1 監査要点（アサーション） 

 

 公認会計士は，財務報告の信頼性を確保するために，次の 6 つの監査要点（アサーション）の

観点から財務報告の監査をおこなう[13，14，15，16，22]． 

 1）実在性：財務報告（帳簿）に記載した取引が実在していること 

 2）網羅性：実施した取引がすべて網羅的に財務報告（帳簿）に記載さていること 

 3）権利と義務の帰属：資産は会社が所有し，負債は会社が義務を負うこと 

 4）評価の妥当性：資産と負債は会計基準に従い適切に評価されていること 

 5）表示の妥当性：会計基準に従った方式で表示されていること 

 6）期間帰属の適切性：取引が適切な報告期間に計上されていること 

このうち，3）権利と義務の帰属～6）期間帰属の適切性は，会計基準などの規則に依存する要点

であるのに対して，取引の 1）実在性、2）網羅性は，特に基本的な要点である． 

 

 2.2.2 粉飾と脱税 

 

 財務報告の信頼性を損なう，財務報告の誤りや不正（合わせて虚偽とよぶ）は，主に監査要点

の実在性，網羅性に問題に分類される．取引の実在性に問題がある虚偽は粉飾と呼ばれ，取引の

網羅性に問題がある虚偽は脱税につながる[17，18，19，20，21]． 

 粉飾は，取引が実在しないにも関わらず（多くの場合，利益が上がった取引が），あるように

記載する虚偽である．脱税は，取引があるにも関わらず（多くの場合，利益が上がった取引を），

財務報告に網羅的に記載しない虚偽である．粉飾は，資産や利益が実在しないのに，実在するよ

うに財務報告に記載し，投資家や取引先に誤った情報を提供して投資や取引を呼び込み，投資家

や取引先に損害を与える犯罪である．脱税は，資産や利益が実在しているのに，財務報告に記載

せず，国税庁などに誤った情報を提供して税の支払いを逃れる犯罪である． 

 公認会計士には，国税調査のように家宅捜査や強制捜査などの強権が付与されていないため，

公認会計士による会計監査で，脱税のような，財務報告に記載されず，周到に隠ぺいした資産や

利益を発見できない可能性ある．一方，粉飾のように，実在しないのに財務報告に記載されてい
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る資産や利益は，財務報告の記載から取引の記録（帳簿や伝票）や現物まで，ていねいにたどっ

ていけば，実在しないことを立証することができる可能性が高い． 

 公認会計士による会計監査には，特に，粉飾から投資家や取引先の利益を守るため，財務報告

の信頼性のうち，取引の実在性の確保が重視されている[13，14]． 

 

 2.2.3 監査手法 

 

 公認会計士の財務報告の監査には，次のような，さまざまな監査手法が用いられる． 

 ・実査：現金や手形などの現物の存在を確認する 

 ・視察：作業現場まで現地へ出向いて，現場での手続きや作業を確認する 

 ・確認：財務報告に関連する情報を，他に関係する会社などに問合せた回答と比較する 

 ・突合せ：取引の証憑（伝票など），帳簿を突合せ照合する．特に，帳簿間に突合せを帳簿突

合，伝票間，伝票と帳簿の突合せを伝票突合せという． 

 ・閲覧：契約書や議事録などの文書を査読する 

 ・質問：監査対象について関係者に質問して回答を得る 

 財務報告の監査は，監査要点に照らして，監査手法を用いて監査証拠を収集して評価する． 

収集する監査証拠には，監査手法の突合せで照合した伝票や帳簿などの基礎的な会計資料と，必

要に応じて，実査，視察，確認，閲覧で入手した資料がある． 

 伝票や帳簿の突合せ照合の結果をもとに，必要な証拠資料をそれぞれの監査手法で入手してい

くので，伝票や帳簿の突合せ照合は，重要な監査手法である（図 2.2.3-1）． 
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図 2.2.3-1 監査手法の帳簿突合せと伝票突合せ 

 

 2.3 内部統制制度 

 

 財務報告の信頼性を確保するために，財務報告を作成した当事者とは利害を有しない，会計の専門

家の公認会計士による会計監査は有効な制度である．しかし，会計監査は，会社の業務活動の結果，

発生した取引を記録し集計した財務報告を監査するという，結果に対する監査である．会計監査で，

財務報告の誤りや不正が指摘されても，誤りや不正の原因となった業務活動の方法（業務プロセス）

が改善されなければ，同じ誤りや不正が繰りかえされる恐れがある．このため，財務報告の信頼性を

確保するために，経営者に統制が十分に及ぶ業務プロセス構築を課す，内部統制制度が運用されてい

る[44，45]． 

 

 2.3.1 内部統制による財務報告の信頼性確保 

 

 内部統制の目的には，財務報告の信頼性の確保の他に，業務の有効性及び効率性を高めること，

事業活動に関わる法令等を遵守すること，資産の保全を図ることなど，4 つの目的が定められて

いる[44，45]． 

＜内部統制の目的＞ 
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 ・財務報告の信頼性の確保 

 ・業務の有効性及び効率性 

 ・事業活動に関わる法令等の遵守 

 ・資産の保全 

 これらの目的を達成するための基本要素として，統制環境，リスクの評価と対応，統制活動，

情報と伝達，モニタリング，IT への対応の 6 つが上げられている．それぞれの基本要素は，次

のように説明されている． 

＜内部統制の基本要素＞ 

 ・統制環境：統制をおこなう際の組織的，人的構成など，他の構成要素の基盤 

 ・リスクの評価と対応：目的を阻害する要因をリスクとして識別，分析及び評価し，リスクへ

の対応をおこなう一連のプロセス 

 ・統制活動：経営者の命令及び指示を実行するための方針や手続き 

 ・情報と伝達：必要な情報が組織内に伝達されること 

 ・モニタリング：内部統制の有効性を継続して評価するプロセス 

 ・IT への対応：内部統制の目的に対して IT を適切に対応すること 

 特に，財務報告の信頼性を確保するために，それぞれの基本要素の例が，次のように上げられ

ている[44，45]． 

＜財務報告の信頼性確保の基本要素の例＞ 

 ・統制環境：財務報告プロセスや内部統制システムに関する組織，人員を構成する 

 ・リスクの評価と対応：製品の製造販売に伴って発生するリスクを識別，分析及び評価して対

応を選択する 

 ・統制活動：権限及び職責の付与，職務の分掌などの方針，手続きを整備する 

 ・情報と伝達：会計情報を適切に処理する会計システムを構築し，関係者に報告するシステム

を確保する 

 ・モニタリング：業務部門による帳簿記録と現物の照合や，内部監査部門による会計監査 

 ・IT への対応：財務報告に関するデータの収集，処理が，適切な情報技術，プロセスで実施

されている 

 

 2.3.2 財務報告の信頼性を確保する内部統制の構築 

 

 財務報告の信頼性を確保するために，上記の基本要素例を参考に内部統制を構築していくが，

「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準」[45]には，業務プロセスを分析，

評価して内部統制を構築する具体的な手順や図，表が例示されている． 

 それによると，次のような手順で，業務の流れ図（図 2.3.2-1），業務記述書図（図 2.3.2-2），
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リスクと統制の対応表（図 2.3.2-3）を使って内部統制を構築する． 

＜業務プロセスの内部統制構築手順＞ 

 1）各業務プロセスについて，取引の流れ，会計処理の過程を，業務の流れ図や業務記述書を

活用して整理し，理解する． 

 2）各業務プロセスに虚偽記載が発生するリスクを識別，分析，評価して，リスクに対応する

統制内容を，リスクと統制の対応表を活用して検討する． 

 3）検討した統制内容を，各業務プロセスに組込み，内部統制を構築する． 
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図 2.3.2-1 業務の流れ図例 

 

 

図 2.3.2-2 業務記述書例 
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図 2.3.2-3 リスクと統制の対応表例 
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第３章 業務プロセスの信頼性 

 

 前章で，財務報告の信頼性を確保するためにおこなわれている，会計や会計監査，内部統制の

仕組みの概要を説明してきた．これらを背景にして，本論文では，業務プロセスの信頼性の一つ

の基準を，「業務プロセス上で実行される取引のすべての伝票が突合せされていること」と定め

た．取引のすべての伝票が突合せされていると，不整合のある伝票は検知されるので，伝票間の

不整合リスクは低く抑えられ，取引の実在性が確保された財務報告となる可能性が高くなる．伝

票突合せは，実務で普通におこなわれていることであるが，業務プロセスの信頼の一つの基準と

して，すべての伝票突合せを定式化することは，これまでおこなわれてこなかった．本章では，

業務プロセスの信頼性の一つの基準を，取引のすべての伝票突合せと定めたことを確認して，業

務プロセスにおける伝票突合せの有無と業務プロセスの信頼性の関わりを，直観的に理解しても

らうために，具体的な例を用いて説明する． 

 

 3.1 会計と会計監査，内部統制の関係 

 

 前章で説明した，会計と会計監査，内部統制の関係を整理すると，以下の図 3.1-1 のように表

現できる． 

 「会計」の領域では，取引されたことを証拠づける証憑書類である伝票に基づいて，取引が仕

訳として記録される．そして，取引の記録である仕訳が，会計規則に従って集計されて，財務報

告が作成される．「会計監査」の領域では，取引の証拠，記録，集計が，会計規則に基づいてお

こなわれているか監査される．特に，取引の証拠となる伝票に不整合がないか，仕訳に関連する

すべての伝票を突合せする監査手法が実施される．「内部統制」の領域では，財務報告の信頼性

を高めるために，取引を実行する業務プロセスのリスク分析をおこない，リスクを統制すること

が求められる． 

 取引の業務プロセスでは，受注や出荷などのタスク毎に，受注伝票や出荷伝票などの伝票が作

成され，これらが取引を証拠づける証憑書類として会計と結びついている． 
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図 3.1-1 会計と会計監査、内部統制の関係 

 

 3.2 業務プロセスの信頼性の一つの基準 

 

 業務プロセスの信頼性の一つの基準を定めるに当たり，前章で説明した会計監査の監査要点か

ら，取引の実在性に注目し，取引の実在性を立証するための監査手法として，伝票突合せを実施

していることを参考にした．会計監査において，事後に行なわれる伝票突合せにより伝票間に相

違がないことを確認する仕組みを，内部統制の構築として，事前に業務プロセスに組込むことで，

取引の信頼性（実在性）の一部を確保できる可能性が高いと判断した．伝票突合せは，実務で普

通におこなわれていることであるが，業務プロセスの信頼の一つの基準として，すべての伝票突

合せを定式化することは，これまでおこなわれてこなかった． 

 本論文では，業務プロセスの信頼性の一つの基準を，「業務プロセス上で実行される取引のす

べての伝票が突合せされていること」（つまり，伝票整合性が高く，伝票不整合リスクが低い）

と定めた．そして，この基準に沿って，伝票がすべて突合せされているため，伝票の不整合リス

クが低い（信頼できる）業務プロセスと，突合せされない伝票が残り，伝票の不整合リスクが高

い（信頼できない）業務プロセスと，を判定して分類する．（図 3.2-1） 
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図 3.2-1 業務プロセスの信頼性の一つの基準による分類 

 

 

 3.3 業務プロセスの信頼性と伝票突合せ 

 

 ここでは，業務プロセスにおける伝票突合せの有無が，業務プロセスの信頼性と，どのように

関わるのか，直観的に理解してもらうために，簡単な具体例で説明する． 

 図 3.3-1，図 3.3-2 は，ともに，部門 a の作業者が，部門 b の作業者に，指示書で作業を指示

し，作業を行なった部門 b は，作業結果を報告書として報告する，という簡単な業務プロセスで

ある． 

 図 3.3-1 と図 3.3-2 の違いは，部門 b が報告書で報告する先が，指示された部門 a か，そうで

はない部門 c か，の違いだけである．指示された部門 a に報告する図 3.3-1 では，部門 a は，指

示した指示書と部門 b から受領した報告書を突合せて，作業の内容を検証することができる．突

合せ検証の結果，指示書と報告書の内容が整合していれば，指示した作業は指示どおり行われた

と，みなすことができる．また，不整合があれば，再作業を行なわせるなどして，指示どおりの

作業を行なわせることができる．突合せ結果が，整合していても，不整合でも，どちらにしても，

業務プロセスで発行されるドキュメント（伝票）である指示書と報告書を突合せできれば，作業

が指示どおりに実現される可能性が高くなると考えられる．一方，作業を指示されていない部門

c へ報告する図 3.3-2 では，指示書と報告書を突合せて作業の内容を検証できる作業者はない．

仮に，指示書と報告書に不整合があり，作業が指示どおり行われていなくても気がつかないので，
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作業が指示どおりに実現されていない可能性が残る． 

 我々は，図 3.3-1 のように，伝票の突合せができ，指示どおりの作業が実現される可能性が高

い業務プロセスを信頼できると分類し，図 3.3-2 のように，伝票の突合せ検証ができないので，

指示どおりの作業が実現されていないリスクが残る業務プロセスを信頼できないと分類した． 

 

 

図 3.3-1 指示報告の業務プロセス（伝票突合せされている） 

 

 

 

図 3.3-2 指示報告の業務プロセス（伝票突合せされていない） 
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 以上の説明は，業務プロセスの信頼性と伝票突合せの関係を，直観的に説明したもので，科学

的，客観的な説明にはなっていない．例えば，部門 a が発行した指示書と部門 b が受領した指示

書に，送受信中や保管中に違いがないことが暗黙の前提となっているが，このことに言及してい

ない．  

 次の章では，我々が、業務プロセスの信頼性の一つの基準と定めた伝票の突合せを，科学的，

客観的に議論できるように，前提や条件を検討してモデル化する． 
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第４章 業務プロセスダイアグラム 

 

 前章までに，業務プロセスの信頼性の一つの基準を，「業務プロセス内で発行されるすべての

伝票が突合せされていること」と定めた．本章では，業務プロセスにおける伝票突合せをモデル

化して，新たに考案した業務プロセスダイアグラムを使って表記する．そこから，伝票突合せの

状況を抽出して，すべての伝票が突合せされるので「伝票の不整合リスクの低い業務プロセス」

と，突合せされていない伝票が残るので「伝票不整合リスクの高い業務プロセス」とに分類する

ことを試みる． 

 

 4.1 伝票突合せのモデル化 

 

 この節では，我々が、業務プロセスの信頼性の一つの基準と定めた伝票の突合せを，科学的，

客観的に議論できるように，前提や条件を検討してモデル化する． 

 

 4.1.1 前提 

 

 我々は，伝票突合せモデルの三つの前提を設ける．以下の前提は，いずれも，会社の取引の業

務プロセスを念頭において議論しているので，実務上も自然である． 

 

 1）指示，報告で伝票（ドキュメント）が発行される 

 

 一つ目は，業務プロセス内の作業には，部門の作業者への指示（インプット）の伝票（ドキュ

メント）と，指示に従った作業の後に，部門の作業者からの報告（アウトプット）の伝票（ドキ

ュメント）が発行されることとする．しばしば，アウトプットの報告書は，次の部門への指示書

を兼ねることがある．なお，それぞれの伝票（ドキュメント）は，突合せて比較できる実体があ

れば，紙でも電子データでも，どちらでも良い．会社の取引，例えば，商品の仕入取引で，商品

の注文に際して注文書が発行され，注文書に従って商品の納品が行なわれる際には送付書が発行

されるなど，それぞれの作業に際して，受領書，請求書，領収書などが発行されていることを想

定している． 

 

 2）すべての伝票に同一となるべき項目を持つ 
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 二つ目の前提は，業務プロセス上の取引で発行される，それぞれの伝票には，業務プロセス上

で実行される同一の取引で，同一となるべき項目があるとする．例えば，指示報告の業務プロセ

スでは，指示された作業項目と報告された作業項目は，指示書と報告書で，同一となるべき項目

である．また，仕入の業務プロセスの取引では，注文した商品の品名や数量，単価，合計金額な

どは，どの伝票でも，同一となるべき項目である． 

 

 3）伝票発行には責務分離の原則が適用される 

 

 三つ目の前提は，業務プロセス内の部門の作業者は，業務プロセスのスタートの作業を除いて，

他の部門から指示を受取らなければ，作業を実行しないとする．これは，会社の業務では，一般

に，責務分離原則から，部門の作業者は，担当する作業権限を越えて作業することはなく，また，

実行できる作業は，業務手順書などに記載されており，業務手順章に従って，部門の作業者が，

順番に作業を実行することを想定している．業務プロセスの途中で，指示を受取っていない部門

が，作業を実行し始めることはないとする． 

 

 4.1.2 伝票突合せ方法の設計 

 

 次に，業務プロセスの伝票突合せモデルでの伝票突合せ方法を設計する．伝票突合せ方法には， 

 １）どの部門が伝票突合せするか？ 

 ２）いつ伝票突合せするか？ 

 ３）どの伝票と突合せるか？ 

の観点がある．伝票突合せという人為的な事象を，できるだけ科学的，客観的にモデル化するた

め，これらを，ひとつひとつ検討していく． 

 

 1）どの部門が伝票突合せするか？ 

 

 だれが伝票突合せするかには，特定の部門だけが集中的に伝票突合せをする方法と，どの部門

でも分散的に伝票突合せをする方法が考えられる． 

 集中的な方法では，特定の部門は，監査部門のような立場で，この部門に伝票を集中的に集め

て，各伝票に不整合がないか検証する．この方法のメリットは，特定の部門に，誤りや不正の可

能性が低ければ，確実に伝票の不整合が検知できる可能性が高いことである．また，他の部門に
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は，伝票突合せの作業を課す必要がないので，作業効率がよい．デメリットは，その特定の部門

に，誤りや不正があると，伝票の不整合が検知できなくなることである．また，その部門に伝票

が集中するので，取引に関する情報が，特定の部門に集中してしまい，情報管理の観点から好ま

しくない．この集中的な方法の例は，DB（データベース）を介して，部門間で伝票をやり取り

する業務プロセスが上げられる.このとき，DB が特定の部門の役割を担っている．また，取引の

標準業務プロセスで，多くの伝票が，経理部門に集まる傾向があるのは，集中的な方法とみなす

ことができる． 

 一方，伝票突合せの分散的な方法では，どの部門でも伝票突合せをおこない，その部門が発行，

受領する伝票の範囲で，伝票に不整合がないか検証する．この方法のメリットは，現在ある業務

プロセスに，監査部門のような，伝票の突合せチェックをおこなう部門を新設したり，あるいは

DB システムを導入するなどの，新たな準備，変更をしなくても良いことである．なお，分散的

な方法では，伝票突合せの作業を，各部門に課すことにはなるが，現場の部門の作業者は，伝票

を受領したとき，先に自部門でした作業と相違がないか，自部門の作業に誤りはなかったか，伝

票突合せなどで確認している．このため，伝票突合せ作業を，業務手順書に明記することになっ

ても，作業の大きな負担にはならないと思われる．デメリットは，伝票突合せが，部門毎に，独

立に，分散的におこなわれるので，各部門で発行，受領した伝票突合せされていても，業務プロ

セス内のすべての伝票が突合せされたか，容易にわからないことである．また，業務プロセス内

の特定の部門に留まらず，すべての部門の伝票突合せ作業のミスや不正に配慮する必要がある． 

 本論文で，我々は，適用の容易性を重視して，新たな部門の設置や DB システムの導入や，新

たな情報管理の施策が不要で，現在ある業務プロセスに適用できる，伝票突合せの分散的な方法

を採用する． 

 なお，伝票突合せ方法には、集中的な方法と分散的な方法の中間的な，特定の部門ではなく，

と言って，すべての部門でもない，特定の複数の部門が伝票突合せする方法が考えられる．これ

は，「第 9 章 部門の信頼性リスク」で，モデルの拡張として検討することにする． 

 

 2）いつ伝票突合せするか？ 

 

 いつ伝票突合せするかには，部門の作業者が伝票を発行し次の部門へ送信する際と，前の部門

から伝票を受信した際が考えられる．送信の際とは，部門の作業者が前の部門から指示された作

業の結果を伝票に記載して，伝票を発行し，次の部門へ伝票を送信するときに，それまでに自部

門が保管している伝票と突合せることを指す．受信の際とは，部門の作業者が前の部門から作業

の指示伝票を受信したときに，それまでに自部門が保管している伝票と突合せることを指してい

る． 

 送信する際の伝票突合せは，自部門の作業結果を記載した伝票と，本作業を指示された伝票を
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含む，自部門で保管されている伝票と突合せることなので，新たな情報に基づくのではなく，す

でに自部門が保有している情報同士を比べることになる．これは，部門の作業者がおこなった作

業に誤りがないかを確認することに当たるため，自部門の指示された作業の範囲とも考えられる． 

 一方、受信する際の伝票突合せは，他の部門から受信した，これまでに自部門が保有していな

い新たな情報を含む伝票と，自部門が保管している伝票と突合せることで，新たな情報とすでに

保有している情報を比べることになる． 

 本論文で，我々は，すでに保有している情報と新たな情報を突合せることを重視して，受信す

る際に伝票突合せする方法を採用する． 

 新たな情報を入手した際、すでに保有している情報があれば、それと違いはないか，変更，追

加されていないかを確かめる行為は，我々も日常的におこなっている．例えば，打合せの日時や

場所の案内メールが再送されてきたときには，前の案内メールの日時や場所に変更がないか，特

に，重要な打合せのときには，自分が勘違いしていないか確認すると思う．取引の業務プロセス

においても，部門の作業者は，作業指示の伝票を受信すると，すでにおこなった作業に誤りや勘

違いがなかったか，自然に確認している．ここでは，業務処理手順書に明記して，確実に実行さ

れるようにすることにする． 

 なお，いつ伝票突合せするかには，伝票の送信時，受信時の他にも，業務プロセスのすべての

作業が終了した時などに、伝票突合せを指示するイベントを発生させて実行することも考えられ

るが，実務上，効率が悪く，煩雑な作業となると思われるので，本論文では考慮しない．  

 

 3）どの伝票と突合せするか？ 

 

 どの伝票と突合せるか？とは，部門の作業者が受信した伝票と，自部門が保管している中のど

の伝票と突合せるか？のことである．これには，自部門が保管しているすべての伝票と突合せる

か，保管している伝票のうち直前に送信，または受信した伝票とだけ突合せるか，などが考えら

れる． 

 突合せをする伝票を特定することは，同時に，突合せをしない伝票を特定することになり，わ

ざわざ突合せをしない伝票を特定するのは，実務上，やや不自然なので，本論文では，伝票を受

信するときまでに，自部門が保管しているすべの伝票と突合せする方法を採用する． 

 

 4.1.3 制限 

 

 我々は，会社の取引の業務プロセスを念頭において議論しているが，伝票突合せに焦点を絞る

ために，以下の 2 つの制限を設ける．制限をはずすと，別の議論，方法論が必要になるため，本
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論文では考慮しない． 

 

 1）業務プロセスにループや分岐はないとする 

 

 業務プロセス（業務手順書）に沿って実施する取引には，実務上，繰り返し処理のループや異

常処理に対応する分岐などが含まれることがある．しかし，本論文では，取引が正常に完了して

仕訳が作成される場合の伝票突合せに焦点を当てているので，ループや分岐があるとき，それは，

別の業務プロセス（業務手順書）として差し支えない．業務プロセス（業務手順書）には，ルー

プや分岐はないとする．つまり，業務プロセス（業務手順書）のイベントの発生順は，一意に決

定され，非決定性は発生しない． 

 

 2）伝票の送信中や保管中に伝票書換えはないとする 

 

 実務では，伝票が，送信中や保管中に書換えられたり，紛失したりする可能性はある．これに

は、業務プロセス内の部門の作業者以外の，悪意を持った攻撃者などを想定することになる．こ

れも，伝票突合せに焦点を絞る観点から，業務プロセス内の部門の作業者以外の登場人物は想定

せず，作業者は業務手順書に記載されている作業だけすることと考え，伝票の送信中や保管中の

伝票書換えはないとする． 

 

 以上，我々は，業務プロセスの伝票突合せモデルを，前提，伝票突合せ方法，制限の３つの観

点で記述してきた．ここで，重要なのは，人為的な伝票突合せを，あいまいなまま議論を進めず

に，できるだけ科学的，客観的に検討し，記述することにある．どのような前提や伝票突合せ方

法，制限を採用するかは，伝票突合せモデルが，経験的に実務に当てはまるかで評価する． 

 

 4.2 業務プロセスダイアグラム 

 

 前節までに，業務プロセスにおける伝票突合せをモデル化した．本節では，我々が新たに考案

した業務プロセスダイアグラムを使って，業務プロセスの伝票突合せ状況を抽出する． 

 業務プロセスダイアグラムは，企業の取引業務を取引に伴う業務イベントとそのときに発行

される伝票の保管状態，及び伝票の突合せ状況をモデル化したダイアグラムである． 

 最初に，簡単な業務プロセスを具体例にして業務プロセスダイアグラムを説明し，その後で

要素と表記法を述べる． 
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 4.2.1 注文・納品プロセスダイアグラム 

 

 企業（会社）が，仕入先に物品を注文して仕入先から注文した物品が納品されるだけの簡単な

「注文・納品プロセス」を例にする． 

 この「注文・納品プロセス」で，会社は仕入先に注文書を発行して物品を注文する．仕入先は

注文書を受領すると，注文された物品の出荷作業を行い，納品書を発行して注文を受けた物品

と共に納品する．会社は物品と納品書を受領し，納品に誤りがないか，自ら発行して保管して

いる注文書と物品，納品書を突合せしてチェックする． 

 これを，注文・納品プロセスダイアグラムで表現すると，図 4.2.1-1のようになる．  

 

 

図 4.2.1-1 注文・納品プロセスダイアグラム 

 

 注文・納品プロセスの主体として，【仕入先】【会社】がある．また，この取引の業務イベン

トとして，「注文する」「納品する」イベントがあり，【仕入先】【会社】のタイムラインに沿っ

て上から順番に注文，納品する主体から受領する主体へ矢印で記述する．イベントの矢印の両

端には送受関係がわかりやすいように，以下の記号で視覚化する． 

  「●」：プロセスの開始，「▽」：イベント受入 

  「△」：イベント始動，「▼」：プロセスの終了 

 イベント受入「▽」から次のイベント始動「△」に挟まれたタイムライン上には，イベント受

入に伴なう作業を記述する．（省略を可とする） 
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 一般に，取引では業務イベントに従って伝票が発行されて送受される．この取引で送受され

た「注文書」「納品書」は，保管伝票を示す破線の枠の中に送受した各主体のタイムラインの下

に順番に記述される．伝票の送受関係がわかりやすいように受領伝票には下線を引く．なお，

業務イベントと保管されている伝票を関連付けたいときには，保管伝票の破線の枠の外に対応

する業務イベント「注文する」「納品する」を記述する． 

 また，一般に，取引において他の部門から作業の指示や報告の伝票を受領すると，受領した

部門はこの取引の一連の作業でミスなどが発生していないか，保管伝票と突合せてチェックす

る．「注文・納品プロセスダイアグラム」では，伝票突合せの欄に伝票を受領した主体が受領し

た伝票と保管している伝票を突合せチェックしたことを示すため，突合せされた伝票を記述す

る．注文・納品プロセスでは，最初に「注文書」を受領した【仕入先】は，そのとき保管してい

る伝票はないので突合せした伝票はφ（空集合）となり，次に「納品書」を受領した【会社】は，

「注文書」を保管しているので突合せした伝票の｛注文書，納品書｝を記述する． 

 

 4.2.2 業務プロセスダイアグラムの要素と表記 

 

 例を用いて示したように，業務プロセスダイアグラムは以下の要素で構成される． 

・「部門（作業者）」：分担して作業を実施する主体． 

・「タイムライン」：上から下へ流れる時間． 

・「イベント」：決められた順序で，ある部門から他の部門へ伝票を送受信する事象．  

        イベントの発生順は，業務プロセスダイアグラムを作成した時点で一意に決定 

        され，非決定性は発生しない． 

・「伝票」：作業の指示や実施した作業結果を記載したドキュメント． 

      相互の伝票には，突合せられているか，いないかの伝票突合せ関係を持つ． 

・「保管伝票」：その部門が送付，受信した伝票． 

・「伝票突合せ集合」 

 ：受領した伝票とそれまでにその部門が保管していた伝票の組で， 

  伝票突合せ関係で，相互に伝票突合せされている，同じ類に類別される伝票の集合． 

「部門」「イベント」「伝票」「保管伝票」「伝票突合せ集合」は，以下のように記号化して定義す

る． 

・部門 a，b ∈ Div（Divは部門全体） 

・イベント en(a, b) ∈ E（Eはイベント全体） 

 ：n番目に，部門 aから部門 bへ伝票を送受信するイベント（en(a, b)は enと省略できる） 

・イベント順序 n ∈ N（Nは自然数） 

・伝票 dn ∈ Doc（Doc：伝票全体） 
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 ：イベント en(a, b)で送受信する伝票 

・保管伝票 Sn（a） 

 ：イベント enまでに部門 aが送受信した伝票 

・伝票突合せ集合 Vn 

：イベント enで伝票 dnを受信した部門 aの保管伝票 Sn（a） 

次に，業務プロセスダイアグラムの表記を図 4.2.2-1に示す． 

 

 

図 4.2.2-1 業務プロセスダイアグラム 

 

4.3 伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスと伝票不整合

リスクの高い（信頼できない）業務プロセス 

 

 業務プロセスダイアグラムを用いて，信頼できる業務プロセスと，信頼できない業務プロセス

の例を観察してみる．信頼できる業務プロセスとは，我々の信頼性の一つの基準により，すべて

の伝票が突合せされているので，相互の伝票間に不整合があると検知される可能性が高い，伝票

の不整合リスクの低い業務プロセスを指す．これに対して，信頼できない業務プロセスとは，突

合せされていない伝票が残っているので，伝票間に不整合があっても検知できない可能性がある，

伝票の不整合リスクが高い業務プロセスを指す． 
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 先に，業務プロセスダイアグラムの例として上げた図 4.2.1-1 は，注文伝票と納品伝票が突合

せされているので，相互の伝票に不整合があると検知できる可能性が高く、伝票不整合リスクが

低い（信頼できる）業務プロセスと判定される． 

 

 

再掲 図 4.2.1-1 注文・納品プロセスダイアグラム 

 

 図 4.3-1は，図 4.2.1-1の業務プロセスダイアグラムを少し変形したもので，図 4.2.1-1の部

門である【会社】を【調達】部門と【倉庫】部門に分けている．また，業務イベントは，【仕入

先】からの納品は【倉庫】におこなわれ，【倉庫】から【調達】へ納品検収が報告される 

 伝票突合せ集合 Vi を見ると，注文書と検収報告書は突合せ検証されているが，納品書は突合

せ検証されていない．納品書に誤りがあっても検知できないので，図 4.3-1の業務プロセスダイ

アグラムは伝票の不整合リスクが高い（信頼できない）業務プロセスと判定される． 
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図 4.3-1 伝票不整合リスクの高い（信頼できない）業務プロセスダイアグラム 

 

4.4 業務プロセスの伝票不整合リスクの判定 

 

 さて，以下の図 4.4-1 は，すべての伝票が突合せされているので伝票不整合リスクの低い業務

プロセスであるが，このような簡単な業務プロセスであれば，業務プロセスダイアグラムを作成

して，すべての伝票が突合わされているかを，目視で判断できる．しかし，図 4.4-2 のような少

し複雑な業務プロセスのときは，業務プロセスダイアグラムを作成しても，目視だけで，すべて

の伝票が突合されているかを判断するのは難しい．次章では，業務プロセスダイアグラムで抽出

された伝票突合せ状況から，数理的な手法で，すべての伝票が突合せされているかを，判定する

手法を検討する． 

 



 

 31 

 

図 4.4-1 伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスダイアグラム 
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図 4.4-2 標準的な仕入業務プロセスダイアグラム 
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第５章 伝票不整合リスク判定アルゴリズム 

 

 ある業務プロセスが与えられたとき，業務プロセスダイアグラムを作成すれば，簡単な業務プ

ロセスなら，すべての伝票が突合せされているか，いないか，業務プロセスダイアグラムを見て，

視覚的に判定できる．しかし，少し複雑な業務プロセスでは，業務プロセスダイアグラムから，

目視で，すべての伝票が突合せされているかを，判断するのは難しい． 

 なぜなら，業務プロセスダイアグラムで抽出された伝票突合せ状況は，各部門で直接突合せさ

れた伝票の集合である．このとき，伝票突合せは，各伝票の同一となるべき項目の比較なので，

伝票突合せされた伝票 d1と伝票 d2に相違がなく整合し，伝票 d2と伝票 d3に相違がなく整合し

ていれは，直接伝票突合せされていなくとも，伝票 d1と伝票 d3が，相違がなく整合していると

判定できる．すなわち，伝票突合せには推移律が成り立ち，各伝票突合せ集合の同一伝票を介し

て，間接的に伝票突合せされたと考えることができる．（推移律の成立については，5.1.2 項で改

めて議論する．）複雑な業務プロセスで，多数の（直接）伝票突合せ集合が与えられているとき，

間接伝票突合せを考慮して，すべての伝票が直接，間接に突合せされているかを，目視で判断す

るのは難しい． 

 本章では，業務プロセスダイアグラムで抽出した（直接）伝票突合せ状況を，隣接行列（伝票

突合せ行列）で表現し，これを用いて，すべての伝票が突合せされているかを，数理的に判定す

る業務プロセスの伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリズムを示す． 

 伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリズムは，伝票突合せに推移律が成り立つことに基づいて，

伝票突合せ行列の推移的閉包を Floyd-Warshall のアルゴリズム[49]で算出して，すべての伝票

が突合せされているかを判定する． 

 

 5.1 伝票突合せと同値関係 

 伝票突合せモデルの二つ目の前提として，業務プロセス内で発行される伝票には，同一となる

べき項目があるとした． 

 図 5.1-1、図 5.1-2 は，市販されている，一般的な仕入伝票フォーム，入庫伝票フォームの例

で，仕入業務プロセスで使用される．図の仕入伝票フォームと入庫伝票フォームの項目には，ど

ちらの伝票にも，商品の品名や数量，単価，合計金額の項目があり，同一の仕入業務プロセス内

で同一となるべき項目である（図 5.1-3）． 
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図 5.1-1 仕入伝票フォーム（コクヨ） 

 

 

図 5.1-2 入庫伝票フォーム（コクヨ） 
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図 5.1-3 伝票突合せ（伝票の特定の項目の比較） 

 

 我々は，業務プロセスの伝票突合せモデルを，人為的な行為ではあるが，あいまいなまま議論

を進めずに，できるだけ科学的，客観的に検討し記述してきた．ここでも，伝票突合せ関係が，

上記の説明から，直観的には，同値関係であることは明らかに思えるが，できるだけ科学的，客

観的に検討し記述する． 

 

 5.1.1 同値関係 

 

 集合 R のすべての要素に，関係：～があり，以下の（１）（２）（３）の条件を満たすとき，

関係：～を同値関係と呼ぶ． 

 （１）反射律 a～a a∈R 

 （２）対称律 a～b ならば，b～a a,b∈R 

 （３）推移律 a～b，b～c ならば，a～c a,b,c∈R 

 

 5.1.2 伝票突合せ関係 

 

 伝票突合せ関係を同値関係とみなせるか，立ち止まって検討する． 

 業務プロセスダイアグラムの伝票全体 Doc = ｛d1，d2，・・・，dn｝のすべての伝票に，伝票
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突合せ関係：～を，伝票 di，伝票 dj∈Doc に対して，di，dj の特定の項目を比較して相違がな

く整合していると定義する． 

 （１）反射律 di～di di∈Doc 

  伝票 di の特定の項目を，自分自身 di と比較したとき，伝票突合せモデルの制限として，「伝

票の送信中や保管中に伝票書換えはない」こととしているため，相違なく整合している di～

di としても現実味がある． 

 （２）対称律 di～dj ならば dj～di di，dj∈Doc 

  伝票 di と伝票 dj の特定の項目を比較して相違がなく整合している（di～dj）とき，取引の

伝票の例では，伝票の商品名，単価，数量，合計金額の名称や数値の比較なので，比較する

際，伝票 dj と伝票 di を入れ替えて比較しても相違なく整合しており，dj～di としても現実味

がある． 

  特に，それぞれの伝票の特定の項目の記載は，相互に比較できるように，あいまいなく記載

していなければならない．例えば，伝票 di の商品名が「ノート」で，伝票 dj の商品名が「A4

版ノート」であるとき，「A4 版ノート」は「ノート」であるが，入れ替えると「ノート」は

「A4 版ノート」とは言い切れない．一般的には，商品名はマスタ管理されており，あいまい

さは排除されているが，実務をモデル化する際には，前提や制限を考慮し，モデルによる推

論の限界に注意する必要がある． 

 （３）推移律 di～dj，dj～dk ならば，di～dk∈Doc 

  伝票 di と伝票 dj の特定の項目を比較して相違なく整合し（di～dj），かつ伝票 dj と伝票 dk

の特定の項目を比較して相違なく整合（dj～dk）しているとき，伝票 dj の特定の項目を介し

て，伝票 di と伝票 dk の特定の項目も相違なく整合しており，dj～dk としても問題ないと思

われる. 

  なお，数理的には，一旦，推移律が成立すると，仲介が何段に渡ろうが，例えば，d1～d2，

d2～d3，・・・，d999～d1000 の最初の伝票 d1と最後の伝票 d1000 は同値なので，伝票の特定の

項目に相違はなく整合していることになるが，実務的には，どのような方法で比較されたか

に注意を要する．作業者（部門）が目視で確認しているのだとすると，1000 回近く誤りなく

比較できるとするのは，現実味がやや欠ける．このため、実務的には，推移律の適用を，一

度だけ，または数度に止めるなどの議論の余地はある． 

  ただし，取引の業務プロセスでは，現実的なイベント数（伝票数）は高々20～30 なので，

本論文では，推移律の適用制限は採用しない． 

 

 5.2 伝票突合せの隣接行列表現 

 

 5.2.1 伝票突合せグラフの伝票突合せ行列表現 
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 伝票突合せの行列表現は，伝票 di を番号順に行と列に配列して，伝票 di と伝票 dj が伝票突合

せされていれば，行列の（i，j）成分に 1 を設定し，伝票突合せされていなければ，（i，j）成分

に 0 を設定したものである．一般には，隣接行列を呼ばれているが，本論文では，伝票突合せ行

列と呼ぶ（図 5.2.1-1）． 

 なお，伝票突合せ関係は，先に説明したように同値関係と見なせるので，反射律により，行列

の対角成分（i，i）は 1 となる．また，対称律により，（i，j）成分と（j，i）成分は等しい対称

行列になる． 

 すべての伝票が突合せされているとき，伝票突合せ行列は，どの成分（i，j）にも 1 が設定さ

れた行列になる．すべての伝票が突合せされているかの判定は，行列で表現すると，伝票突合せ

行列の成分がすべて 1 であるかを判定することである． 

 

 

図 5.2.1-1 伝票突合せ行列の例 

 

 5.3 伝票不整合リスク判定アリゴリズム 

 

 業務プロセスダイアグラムで抽出した，部門（作業者）が伝票を直接伝票突合せた，伝票突合

せ集合を，初期値の伝票突合せ行列に設定する．これに，直接伝票突合せされていなくとも，共

通に突合せされている伝票を介して，間接的な伝票突合せを、初期値の伝票突合せ行列に反映さ

せると，この業務プロセス全体の伝票突合せ状況が求まる．ここで，間接的な伝票突合せとは，

初期値の伝票突合せ行列に，伝票突合せ関係の推移律を適用することである．すべての間接的な

伝票突合せを反映されるには，初期値の伝票突合せ行列の推移的閉包を求めれば良い．推移的閉

包を求めるアルゴリズムとして，Floyd-Warshall のアルゴリズムが知られている[49]．我々は，

初期値の伝票突合せ行列に適用して，推移的閉包を求める Floyd-Warshall のアルゴリズムを，

伝票不整合リスク判定アルゴリズムと呼ぶ．初期の伝票突合せ行列の推移的閉包を求めて，伝票
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突合せ行列の成分がすべて 1 となれば，すべての伝票は突合せされており，伝票不整合リスクは

低い（信頼できる）業務プロセスと判定できる．伝票突合せ行列の成分に 0 が残れば，突合せさ

れてない伝票が残り，伝票不整合リスクは高い（信頼できない）業務プロセスと判定できる． 

 

 5.3.1 Floyd-Warshallのアルゴリズム 

 

 行列 T0に、以下に示す Floyd-Warshallのアルゴリズム[49]を適用して推移的閉包 Tnを計算す

る． 

 【Floyd-Warshallのアルゴリズム[49]】 

  行列 Tk の（i，j）成分を ｔk
ｉｊとする． 

  for k = 1 to n 

   Tk＝（ ｔk
ｉｊ ）を新しい行列とする 

   for i = 1 to n 

    for j = 1 to n 

     ｔk
ｉｊ ＝ｔk-1

ｉｊ ∨ （ ｔk-1
ｉk ∧ｔk-1

ｋｊ） 

  return Tn 

 

 5.4 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法 

 

 業務プロセスが与えられたとき，業務プロセスダイアグラムを作成して伝票突合せ集合を求め，

そこから，初期の伝票突合せ行列を設定して，伝票不整合リスク判定アリゴリズムを適用し，す

べての伝票突合せされている，伝票不整合リスクは低い（信頼できる）業務プロセスか、突合せ

されない伝票の残る，伝票不整合リスクの高い（信頼できない）業務務プロセスか、を判定する

一連の手法を，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法として整理する． 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメント手法】 

 

（１）業務プロセスダイアグラムを作成する 

 

 ・与えられた業務プロセスや業務手順書などから，伝票突合せモデルの前提や設計方法，制限

に注意して，業務プロセスダイアグラムを作成する． 

 ・業務プロセスダイアグラムから，伝票突合せ集合 Vi を抽出する． 
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 ＜前提＞ 

 1）指示，報告で伝票（ドキュメント）が発行される 

 2）すべての伝票に同一となるべき項目を持つ 

 3）伝票発行には責務分離の原則が適用される 

 ＜設計方法＞ 

 1）どの部門が伝票突合せするか？ 

  ・伝票を受信する部門の作業者が突合せする． 

 2）いつ伝票突合せするか？ 

  ・伝票を受信したとき突合せする． 

 3）どの伝票と突合せするか？ 

  ・それまでに部門が保有している伝票と突合せる． 

 ＜制限＞ 

 1）業務プロセスにはループや分岐はない．イベントの発生順は一意に決まり， 

  非決定性は発生しないとする 

 2）伝票の送信中や保管中に伝票書換えはないとする 

 

（２）初期の伝票突合せ行列を設定する 

 

 ・伝票数 n から，n 次正方行列 T を作り（i，j）成分をすべて 0 とする． 

 ・業務プロセスダイアグラムの伝票突合せ集合 V1，V2，・・・，Vm 毎に，Vi の要素となって

いる伝票 di，dj を含んでいれば，T の（i，j）成分に 1 を設定していく． 

 ・T の対角成分（i，i）は 1 とし，1 が設定されている成分（i，j）の対称成分（j，i）も１を

設定する．これを，初期の伝票突合せ行列 T0とする． 

 

（３）伝票突合せ行列の推移的閉包を求める 

 

 ・初期の伝票突合せ行列 T0 に，伝票不整合リスク判定アルゴリズムを適用して，初期の伝票

突合せ行例 T0の推移的閉包を求め，伝票突合せ行列 Tnとする． 

 

（４）業務プロセスの信頼性を判定する 

 

 ・伝票突合せ行列 Tn の成分がすべて 1 のとき，すべての伝票の突合せがおこなわれおり，伝

票不整合リスクは低い（信頼性できる）業務プロセスと判定する． 

 ・伝票突合せ行列 Tn の成分に 0 があるとき，突合せされていない伝票があり，伝票不整合リ

スクは高い（信頼性できない）業務プロセスと判定する． 
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第６章 標準仕入業務プロセスへの適用 

 

 前章でまとめた業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，企業内の取引業務において長年

使い込まれている標準的な仕入業務プロセスに適用して，実務に当てはまるかを考察する． 

 

 6.1 標準業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の適用 

 

 会社経理の基本を説明した広く知られた文献（ビジネスゼミナール会社経理入門）[1]から仕

入業務に関する業務プロセスを抽出し，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の（１）業務

プロセスダイアグラムの作成から，（４）業務プロセスの信頼性を判定まで，ステップ毎に実行

していく． 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメント手法】 

 

（１）業務プロセスダイアグラムを作成する 

 

 標準的な仕入業務では，調達部門，倉庫部門，経理部門が，作業を分担して，仕入先から製品

や材料の購入をおこなう．仕入業務における，各部門の役割と作業，仕入業務イベント，仕入業

務の説明は，以下のとおりである（図 6.1-1）． 

 

＜仕入業務に関係する部門の役割と作業＞ 

○調達部門： 

  ＜役割＞： 

   ・仕入先から製品や材料などを購入する. 

  ＜作業＞： 

   ・製造部門などから購入依頼を受取ると、仕入先へ「注文書」を発行して製品の納入を依

頼する． 

   ・倉庫部門から「検収報告書」を受取ると、「注文書」と「検収報告書」をチェックして、

仕入先へ「物品受領書」を発行して製品納入を伝える． 

   ・経理部門へ「購入伝票」を発行して送付する． 

   ・経理部門へ「支払依頼書」を発行して仕入先へ支払を依頼する 

○倉庫部門： 
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  ＜役割＞： 

   ・納入された製品や材料などを保管管理する． 

  ＜作業＞ 

   ・仕入先から「製品」と「送り状」を受取ると、製品、数量，金額が正しいことをチェッ

クし、調達部門へ「検収書」を送付する． 

   ・経理部門へ「入庫伝票」を発行して製品納入を伝える． 

○経理部門 

  ＜役割＞： 

   ・取引に係る証憑書類や伝票をチェックして仕訳し、財務報告を作成する． 

  ＜作業＞ 

   ・倉庫部門から「入庫伝票」を受取る． 

   ・調達部門から「購入伝票」を受取る． 

   ・調達部門から「支払依頼書」を受取る． 

   ・「入庫伝票」「購入伝票」「支払依頼書」をチェックして、仕入先へ「支払」を行い，仕

入先から「領収書」を受取る． 

 

＜仕入業務のイベント＞ 

 ①調達部門→仕入先：注文書を出す 

 ②仕入先→倉庫部門：送り状付きで物品納入 

 ③倉庫部門→ 調達部門：検収書を渡す 

 ④倉庫部門→経理部門：入庫伝票を渡す 

 ⑤調達部門→仕入先：物品受領書を送付 

 ⑥調達部門→経理部門：購入伝票を渡す  

 ⑦調達部門→経理部門：支払依頼書を渡す 

 ⑧経理部門→仕入先：支払をする 

 ⑨仕入先→経理部門：領収書を受取る 
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図 6.1-1 標準仕入業務フロー 

 

＜仕入業務の説明＞ 

 標準的な仕入業務では，調達部門から仕入先に製品や材料が注文される．仕入先が納入する製

品や材料を倉庫部門が受領し，倉庫部門が調達部門に検収を上げると，調達部門から支払依頼

が経理部門へ送付され，経理部門はそれに基づいて仕入先に支払を行う．仕入先から領収書を

受領する． 

 

 以上の仕入業務に関する分析結果から，部門と伝票，伝票の部門間フローを抽出して，仕入業

務プロセスダイアグラムで表現すると図 6.1-2のようになる． 
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図 6.1-2 標準仕入業務プロセスダイアグラム 

 

（２）初期の伝票突合せ行列を設定する 

 

 図 6.1-2 の標準仕入業務プロセスダイアグラムの，伝票の突合せ状況を示す伝票突合せ集合

Viから，縦横に伝票番号を並べた伝票突合せ行列に，伝票が突合せされているときは 1，それ以

外は 0として，初期の伝票突合せ行列 T0を設定する（図 6.1-3）． 
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図 6.1-3 標準仕入業務プロセスの初期の伝票突合せ行列 

 

 

（３）伝票突合せ行列の推移的閉包を求める 

 

 図 6.1-3 の初期の伝票突合せ行列に，伝票不整合リスク判定アルゴリズムを適用すると、図

6.1-4のとおり，伝票突合せ行列 T0の推移的閉包 T9の成分がすべて 1となる（図 6.1-4）． 

 

 

 

図 6.1-4 T0の推移的閉包を計算した伝票突合せ行列 

 

（４）業務プロセスの信頼性を判定する 

 

 図 6.1-4のとおり，標準仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包の成分はすべて 1なの

で，標準仕入業務プロセスで発行される伝票は，すべて，直接・間接に突合せされて，相違がな
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いか確認されていることを示している．このため，このプロセスで実行される取引で，各伝票の

品名，数量，金額に不整合があると検知される可能性が高い．つまり，標準仕入業務プロセスは，

取引の信頼性を損なう伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスと判定できる． 

 

 6.2 標準業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の適用結果 

 

 企業において，長年使い込まれている標準仕入業務プロセスは，業務プロセスの信頼性のアセ

スメント手法による判定で示されたように，業務プロセスの実行（取引）中に，品名，数量，金

額に不整合が生じると，いずれかの部門で検知されるように設計されている．これにより，取引

記録の誤りリスクが低減され，取引記録の集計である財務報告の虚偽リスクも低減されている． 

 業務プロセスの信頼性のアセスメントの手法に関して，各企業は，企業内で実施されている業

務に関する業務プロ―は，内部統制の必要上，整えられているので，業務プロ―から，部門と伝

票や部門間の伝票の送受信は抽出でき，業務プロセスダイアグラムは容易に作成できる．また，

実務上，一つの業務フローの伝票数は 20～30 なので，伝票不整合リスク判定アルゴリズムの計

算も実施できる． 

 さらに，会計監査で，事後に実施される伝票突合せ監査の仕組みが，事前に業務プロセス内に

組込まれているので，取引の信頼性から最終的には財務報告の信頼性確保に効果がある． 
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第７章 業務プロセスの信頼性のアセスメントツール 

 

 前章までに，与えられた業務プロセスの信頼性を伝票の突合せ状況から判定するアセスメン

ト手法を作成し，標準的な仕入業務プロセスに適用し，手法が実務に当てはまことを検証し

た． 

 本アセスメント手法は，業務プロセスの伝票突合せ状況を業務プロセスダイアグラムで表記

して，初期の伝票突合せ状況を伝票突合せ行列に設定し，伝票不整合リスク判定アルゴリズム

（Floyd-Warshall アルゴリズム）を使って推移的閉包を計算するという，簡単に実行できる手

法である． 

 それでも、さまざま業務プロセスの判定を手計算でおこなうのは効率的でない．また，伝票

不整合リスクが高い（信頼できない）と判定された業務プロセスを，伝票不整合リスクが低い（信

頼できる）業務プロセスになるように変更，判定しながら修正するときは，ツールを使ってすば

やく結果を判定できると便利である。 

 そこで，現場で業務プロセスを構築する実務者が，IT に関する予備知識なしで操作できるこ

とを目標に，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法をツール化した． 

 

 7.1 ツールの構成と全体像 

 

 本ツールは，現場の実務者による使い勝手を優先して，米 Microsoft の表計算ソフト

（Microsoft Excel）と，プログラミング言語の VBA（Visual Basic for Application）で作成

した「マクロ」で構成される． 

 

（１）ツールの構成 

 

 ファイル：「業務プロセスの信頼性アセスメントツール」ファイル 

 シート ：「業務プロセス」シート 

      「伝票突合せ行列」シート 

 マクロ ：「Voucher」マクロ 

      「Matrix」マクロ 

      「Warshall」マクロ 

 

（２）ツールの全体像 
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 本論文の業務プロセスの信頼性のアセスメント手法は，前々章で示したとおり，以下の手順か

ら成る． 

【業務プロセスの信頼性のアセスメント手法】 

 （１）業務プロセスダイアグラムを作成する． 

業務プロセスの伝票突合せ状況を，業務プロセスダイアグラムを使って表記し，伝票突合

せ集合として抽出する． 

 （２）初期の伝票突合せ行列を設定する． 

抽出した伝票突合せ集合から，伝票突合せ行列を初期設定する． 

 （３）伝票突合せ行列の推移的閉包を求める． 

伝票突合せ行列に，伝票不整合リスク判定アルゴリズムを適用して推移的閉包を計算す

る． 

 （４）業務プロセスの信頼性を判定する． 

伝票突合せ行列の成分がすべて 1 のとき，伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プ

ロセスと判定する．伝票突合せ行列の成分に 0 があるとき，伝票不整合リスクの高い（信

頼できない）業務プロセスと判定する． 

 

 本ツールは，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の手順に対応して，図 7.1-1の流れ図

に示すように，以下を実行している． 
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図 7.1-1 業務プロセスの信頼性のアセスメントツールの流れ図 

 

（１）業務プロセスフローを手作業で作成する 

Excel シート「業務プロセス」に，業務プロセスダイアグラムの業務プロセスフローの部

分を，手作業で作成する． 

 

（２）VBAマクロ「Voucher」を実行する． 

VBAマクロ「Voucher」を実行して，伝票突合せ集合を抽出する． 

 

（３）VBAマクロ「Matrix」を実行する． 

VBAマクロ「Matrix」を実行して，「業務プロセス」シート上の伝票突合せ集合から、「伝

票突合せ行列」シート上に，伝票突合せ行列を初期設定する． 

 

（４）VBAマクロ「Warshall」を実行する． 
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VBAマクロ「Warshall」を実行して，伝票突合せ行列の推移的閉包を算出する． 

 

（５）業務プロセスの信頼性を判定する． 

伝票突合せ行列を目視して，伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスか，伝

票不整合リスクの高い（信頼できない）業務プロセスかを判定する． 

 

 

 7.2 ツールの操作説明 

 

 業務プロセスの信頼性のアセスメントツールの操作について，実行順に沿って説明する． 

 

 

図 7.2-1 「業務プロセスフロー」入力画面 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメントツール実行】 

 １．業務プロセスフロー入力（「業務プロセス」シート画面） 
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業務プロセスダイアラムの業務プロセスフロー部分を，Excelの機能を使って、この画面か

ら手入力する（図 7.2-1）． 

 

 【画面構成】 

・「業務プロセス」シート画面の左上端から業務プロセスフローを作成する． 

 最初の 2行 2列は項目名のエリアで，1行目は部門名称，2行目は部門の信頼レベル（説明

は第 9章参照）を設定する．また，1列目は伝票番号，2列目はイベント名を設定する． 

・イベント毎の伝票の送受信は，部門名列に，業務プロセスダイアグラムの表記と同様に，

送信は「▽」，受信は「△」の記号を設定する．なお、開始イベントは「●」，受信後に

送信がないときは「▲」の記号で表す． 

 

 【操作】 

①部門名を入力する．（文字列（nullは不可）） 

 部門名はコメントであり，マクロでは未使用なので，使用者が識別できばよい． 

 ただし，マクロで部門行の最後尾を，null値で識別しているので，部門名が null値は不

可とする． 

②信頼レベルを入力する．（数値（0，または 1）） 

 その部門での伝票突合せを，伝票突合せ集合に抽出するときは 1，抽出しないときは 0を

入力する． 

＊部門が外部組織のとき，内部統制の観点から，この部門の伝票突合せを対象外したいと

きなどに，0を設定する．（詳細は，第 9章部門の信頼レベルの章を参照．） 

③伝票番号を入力する．（数値（1,2,3・・・連番）） 

 番号は，1,2,3・・・の連番を想定している． 

 なお，マクロで伝票番号列の最後尾を，null値で識別しているので nullは不可． 

④イベント名を入力する．（文字列（null は不可）） 

 イベント名はコメントであり，マクロでは未使用なので，使用者が識別できればよい． 

 ただし，マクロでイベント列の最後尾を，null 値で識別しているので，イベント名が

null 値は不可とする． 

⑤伝票の送信、受信の記号を入力する．（記号：▽，△，●，▲） 

 各イベント行に，伝票を送信する部門列に▽，受信する部門列に△を入力する． 

 ただし，業務フローの最初のイベントの送信は，▽ではなく，●とする． 

 また，受信後に送信がないときは▽とする． 

 

 【注意/制限】 

・実用的には，上記の業務フローを，毎回一から作成するのではなく，標準的な業務フロ
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ーや自社の業務フローを作成しておき，その中から，信頼性を判定する業務プロセスに一

番近いものを「サンプル」シートからコピー＆ペーストして，それを修正して利用するの

が便利である． 

・通常、取引に係る部門数や伝票数は、高々20〜30 だと思われるが，ツール上では，制限

していない．なお，部門行の最後尾，伝票列の最後尾を，null 値で識別しているので，

業務フロー表記エリアの外側 1行 1列は null 値であること． 

 

 

図 7.2-2 「伝票突合せ集合」実行画面 
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図 7.2-3 「伝票突合せ集合」実行結果画面 

 

 

 ２．伝票突合せ集合（「業務プロセス」シート画面） 

マクロ実行画面（ダイアログボックス：ALT＋F8 で表示）から「Voucher」マクロを実行す

ると（図 7.2-2），業務フローの各イベント行に伝票突合せ集合の要素（突合せ伝票番号）

が表示される．（図 7.2-3） 

 

 【画面構成】 

・部門列から１列（null）空けて，次の列から，イベント毎に突合せ伝票番号が表示され

る． 

 

 【操作】 

①Excel の画面で ALT+F8 を押すと「マクロ」ダイアログボックスが表示されるので，その

中から「Voucher」を選んで実行する． 
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 【注意/制限】 

・「Voucher」マクロを実行すると，業務フローの右横（１列置いて）に突合せ伝票番号が

上書きされる．伝票数により上書きされる列は異なるため、使用者がそのエリアに事前に

入力していた値が上書きされるので注意． 

 

 

図 7.2-4 「伝票突合せ行列の初期値」実行画面 
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図 7.2-5 「伝票突合せ行列の初期値」実行結果画面 

 

 ３．伝票突合せ行列の初期値（「伝票突合せ行列」シート画面） 

マクロ実行画面（ダイアログボックス：ALT＋F8で表示）から「Matrix」マクロを実行する

と（図 7.2-4），「伝票突合せ行列」シート上の伝票突合せ行列に，伝票突合せ集合から初

期値が設定される（図 7.2-5）． 

 

 【画面構成】 

・「伝票突合せ行列」シート画面の左上端から伝票突合せ行列は表示される． 

 最初の 1行 1列は伝票番号のエリアで，伝票番号を 1から連番で設定する．2行 2列目以

降は，伝票突合せ行列の成分で，マクロを実行すると，伝票突合せされているときは 1，

伝票突合せされていないときは 0 が，表記される． 

 

 【操作】 

①Excel の画面で ALT+F8 を押すと「マクロ」ダイアログボックスが表示されるので，その

中から「Matrix」を選んで実行する． 
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 ［注意/制限］ 

・伝票突合せ行列は，伝票数が nのとき（n, n）正方行列となる． 

 マクロで伝票突合せ行列の行列の最後尾を，null 値で識別しているので，伝票突合せ行

列の表記エリアの外側 1行 1列は null値であること． 

 

 

図 7.2-6 「伝票突合せ行列の推移閉包」実行画面 
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図 7.2-7 「伝票突合せ行列の推移閉包」実行結果画面 

 

 ４．伝票突合せ行列の推移閉包（「伝票突合せ行列」シート画面） 

マクロ実行画面（ダイアログボックス：ALT＋F8で表示）から「Warshall」マクロを実行す

る（図 7.2-6）と，伝票突合せ行列の推移閉包結果が表記される（図 7.2-7）． 

 

 【画面構成】 

・「伝票突合せ行列」シート画面の左上端から伝票突合せ行列は表示される． 

 最初の 1行 1列は伝票番号のエリアで，伝票番号を 1から連番で設定する．2行 2列目以

降は，伝票突合せ行列の成分で，マクロを実行すると，伝票突合せされているときは 1，

伝票突合せされていないときは 0 が，表記される． 

 

 【操作】 

①Excel の画面で ALT+F8 を押すと「マクロ」ダイアログボックスが表示されるので，その

中から「Warshall」を選んで実行する． 
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 【注意/制限】 

・伝票突合せ行列は，伝票数が nのとき（n, n）正方行列となる． 

 マクロで伝票突合せ行列の行列の最後尾を，null 値で識別しているので，伝票突合せ行

列の表記エリアの外側 1行 1列は null値であること． 

 

 ５．業務プロセスの信頼性判定 

伝票突合せ行列を目視して，伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスか，伝票

不整合リスクの高い（信頼できない）業務プロセスかを判定する． 

 

 【判定】 

・「伝票突合せ行列」シート上の伝票突合せ行列の成分が，すべて 1のとき，伝票不整合リ

スクの低い（信頼できる）業務プロセスと判定する．伝票突合せ行列の成分に，0 がある

とき，伝票不整合リスク高い（信頼できない）業務プロセスと判定する． 

 

 7.3 本ツールの適用 

 第 6章で議論した標準仕入業務プロセスの信頼性アセスメントを，改めて，本ツールを使って

判定し，ツールの利便性を示す． 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメントツール実行】 

 

 本ツールを使って標準仕入業務プロセスの信頼性アセスメントを実行すると，以下のようにな

る．業務プロセスフローを Excel機能で作成すれば，伝票突合せ集合の抽出，伝票突合せ行列の

初期設定，伝票突合せ行列の推移閉包の算出は，VBAマクロで容易に求めることができる． 

 

 １．業務プロセスフロー入力（「業務プロセス」シート画面） 

図 7.3-1は，「業務プロセス」シート画面に入力した仕入業務プロセスフローを示す． 



 

 59 

部門 仕入先 調達 倉庫 経理

伝票No 信頼 1 1 1 1

1 注文 ▽ ●

2 納品 △ ▽
3 検収 ▽ △
4 入庫 △ ▽
5 受領 ▽ △
6 購入 △ ▽
7 支払依頼 △ ▽
8 支払 ▽ △
9 領収 △ ▼  

図 7.3-1 仕入業務プロセスフロー 

 

 ２．伝票突合せ集合（「業務プロセス」シート画面） 

図 7.3-2 は，「業務プロセス」シート画面上で，入力した仕入業務プロセスフローと，

「Voucher」マクロを実行して求めた伝票突合せ集合を示す． 

 

 

部門 仕入先 調達 倉庫 経理

伝票No 信頼 1 1 1 1

1 注文 ▽ ● 1

2 納品 △ ▽ 2
3 検収 ▽ △ 3 1
4 入庫 △ ▽ 4
5 受領 ▽ △ 5 2 1
6 購入 △ ▽ 6 4
7 支払依頼 △ ▽ 7 6 4
8 支払 ▽ △ 8 5 2 1
9 領収 △ ▼ 9 8 7 6 4

伝票突合せ集合

 

図 7.3-2 仕入業務プロセスの伝票突合せ集合 

 

 ３．伝票突合せ行列の初期値（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 7.3-3は，仕入業務プロセスの伝票突合せ集合から,「伝票突合せ行列」シート画面上で，

「Matrix」マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の初期値を示す． 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 1 0 1 0 1 0 0 1 0

2 0 1 0 0 1 0 0 1 0
3 1 0 1 0 0 0 0 0 0
4 0 0 0 1 0 1 1 0 1
5 1 1 0 0 1 0 0 1 0
6 0 0 0 1 0 1 1 0 1
7 0 0 0 1 0 1 1 0 1
8 1 1 0 0 1 0 0 1 1
9 0 0 0 1 0 1 1 1 1  

図 7.3-3仕入業務プロセスの伝票突合行列の初期値 

 

 ４．伝票突合せ行列の推移閉包（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 7.3-4は，「伝票突合せ行列」シート画面上で，伝票突合せ行列の初期値から「Warshall」

マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の推移的閉包を示す． 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 1 1 1 1 1 1 1 1 1
4 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 1 1 1 1 1 1 1 1 1
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1
7 1 1 1 1 1 1 1 1 1
8 1 1 1 1 1 1 1 1 1
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1  

図 7.3-4仕入業務プロセスの伝票突合行列の推移閉包 

 

 ５．業務プロセスの信頼性判定 

 

 図 7.3-4 のとおり，仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包の成分はすべて 1 なので，

本仕入業務プロセスで発行される伝票は，すべて，直接・間接に突合せされて，相違がないか確

認されていることを示している．このため，このプロセスで実行される取引で，各伝票の品名，

数量，金額に不整合があると検知される可能性が高い．つまり，本仕入業務プロセスは，取引の

信頼性を損なう伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスと判定できる． 

 

 7.4 VBA プロシージャ 

 本ツールで作成した VBAマクロのプロシージャを以下の示す． 
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  Voucher マクロ 

Sub Voucher() 

' Index：行, 列, その他 

    Dim m, n, l As Integer 

    Dim i, j, k As Integer 

    Dim t, u, v As Integer 

' 業務プロセスダイアグラムの上段 2行，左端 2列は項目名 

' 上段 2行は部門と信頼レベル，左端 2 列は伝票 Noと（イベント名） 

' 伝票の送受信は，3行 3列目から 

    m = 3 

    n = 3 

' 業務プロセスの領域の大きさ（行, 列）をカウント 

    Dim Gyo, Retsu As Integer 

    Do Until Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(m, 1) = "" 

        m = m + 1 

    Loop 

    Gyo = m - 1 

     

    Do Until Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(1, n) = "" 

        n = n + 1 

    Loop 

    Retsu = n - 1 

' Den（伝票数） ←（Gyo - 2), Bum（部門数 - 2）を設定 

    Dim Den, Bum As Integer 

    Den = Gyo - 2 

    Bum = Retsu - 2 

 ' 業務プロセスの行（m行）を一段づつ移動して，その行の伝票突合せ集合を 

 ' 抽出して，同じ行（m行）の u列（Retsu + 2）へ，順次出力する 

    m = 3 

    n = 3 

 ' m 行で受信伝票を見つけると，その列（j）の行（i ← m）をさかのぼって， 

 ' 3 行目まで, 突合せ伝票を探す 

    i = m 
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    j = n 

    u = Retsu + 2 

    Do Until m > Gyo 

        i = m 

        j = n 

        Do Until Worksheets("業務プロセスダイアグラム ").Cells(m, j) = "▽ " Or 

Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(m, j) = "▼" 

            j = j + 1 

        Loop 

        u = Retsu + 2 

        Do Until i = 2 

            If Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(i, j) <> "" And Worksheets("

業務プロセスダイアグラム").Cells(2, j) = 1 Then 

                Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(m, u) = i - 2 

                u = u + 1 

            End If 

            i = i - 1 

        Loop 

        m = m + 1 

    Loop 

End Sub 

 

  Matrix マクロ 

Sub Matrix() 

' Index：行, 列, その他 

    Dim m, n, l As Integer 

    Dim i, j, k As Integer 

    Dim t, u, v As Integer 

' 業務プロセスダイアグラムの上段 2行，左端 2列は項目名 

' 上段 2行は部門と信頼レベル，左端 2 列は伝票 Noと（イベント名） 

' 伝票の送受信は，3行 3列目から 

    m = 3 

    n = 3 

' 業務プロセスの領域の大きさ（行, 列）をカウント 
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    Dim Gyo, Retsu As Integer 

    Do Until Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(m, 1) = "" 

        m = m + 1 

    Loop 

    Gyo = m - 1 

    Do Until Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(1, n) = "" 

        n = n + 1 

    Loop 

    Retsu = n - 1 

' Den（伝票数） ←（Gyo - 2), Bum（部門数 - 2）を設定 

    Dim Den, Bum As Integer 

    Den = Gyo - 2 

    Bum = Retsu - 2 

' 業務プロセスダイアグラムシートの伝票突合せ集合を，伝票突合せ行列シートの 

' 隣接行列に編集する 

' 最初に，伝票突合せ行列シートの隣接行列を初期化（行列成分に 0設定） 

' 伝票突合せ行列シートの上段 1行，左端 1列は伝票番号 

' 行列の成分は，2行 2列目から 

    t = 2 

    u = 2 

    Do Until t > Den + 1 

        Do Until u > Den + 1 

            Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(t, u) = 0 

            u = u + 1 

        Loop 

        t = t + 1 

        u = 2 

    Loop 

' 業務プロセスダイアグラムシートの伝票突合せ集合は，Retsu + 2からに 

' 設定されている 

' 対角成分は 1にする．また，行列成分が 1なら，対称成分も 1にする 

    v = Retsu + 2 

    m = 3 

    n = v 

    Do Until m > Gyo 
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        Do Until Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(m, n) = "" 

            t = (m - 2) + 1 

            u = Worksheets("業務プロセスダイアグラム").Cells(m, n) + 1 

            Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(t, u) = 1 

            Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(u, t) = 1 

            n = n + 1 

        Loop 

        m = m + 1 

        n = v 

    Loop 

End Sub 

 

  Warshall マクロ 

 

Sub Warshall() 

' Index：行, 列, その他 

    Dim m, n, l As Integer 

    Dim i, j, k As Integer 

    Dim t, u, v As Integer 

' すでに反射律（対角成分 1），対称律（対称成分 1）は適用されている 

' Warshall アルゴリズムを使って推移律を（同時に対称律も）適用する 

' 伝票突合せ行列シートの上段 1行，左端 1列は伝票番号 

' 行列の成分は，2行 2列目から 

    m = 2 

    n = 2 

    Do Until Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(m, m) = "" 

        t = 2 

        Do Until Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(t, m) = "" 

            If t <> m And Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(t, m) = 1 Then 

            u = 2 

            Do Until Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(m, u) = "" 

                If m <> u And Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(m, u) = 1 Then 

                    Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(t, u) = 1 

                    Worksheets("伝票突合せ行列").Cells(u, t) = 1 
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                End If 

                u = u + 1 

            Loop 

            End If 

            t = t + 1 

        Loop 

        m = m + 1 

    Loop 

End Sub 
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第８章 さまざまな業務プロセスへの適用 

 

 第 6 章で，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，会社経理の基本を説明した広く知ら

れた文献（ビジネスゼミナール会社経理入門）[1]から仕入業務に関する業務プロセスを抽出し

た標準仕入業務プロセスに適用して，実用性や効果を考察した．本手法の適用範囲は，仕入業務

プロセスに限定される訳ではないので，実際に会社で実施されている業務プロセスを適用したい

ところだが，実際に使われている会社の業務プロセスは，どの会社でも社外秘であり公開されな

い． 

 そこで，本章では，企業の内部統制構築において，実務的な業務プロセス分析に定評のある文

献（「内部統制の入門と実践」）[23]に記載されている，販売業務プロセス，人事業務プロセスを

抽出して，本手法を適用・解析して，本手法の汎用性を示す． 

 本手法による適用・解析に際しては，実務で利便性が高いと思われる業務プロセスの信頼性の

アセスメントのツールを用いて，簡便に業務プロセスの信頼性のアセスメントを実施する． 

 なお，文献[23]では，内部統制上のリスクと対策をそれぞれの部門毎に検討しているため，業

務プロセスが，部門毎に分離されて記載されている．本アセスメント手法は，仕訳として記録さ

れた完結して取引（業務手順書に記載される取引のサイクル）で発生する伝票突合せに注目して

いるため，文献[23]に記載された業務プロセスのままでは，本手法の適用・解析ができない．そ

のため，本手法の適用・解析に際しては，分離された個々の業務プロセスを統合して適用・解析

している．また，また，取引（金銭が伴なう活動）の記録（仕訳）に，直接，係らないタスクも

記載されているため，これを除いている． 

 

 8.1 販売業務プロセスへの適用 

 

 販売業務は，営業部門，倉庫部門，経理部門が，作業を分担して，得意先へ製品や材料の販売

をおこなう．販売業務に関係する各部門の役割と作業，販売業務のイベントは，以下のとおりで

ある． 

 

 8.1.1 販売業務に関係する部門の役割と作業 

 

○営業部門： 

  ＜役割＞： 

   ・得意先へ製品や材料などを販売する. 
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  ＜作業＞： 

   ・得意先から「注文書」を受取ると、注文内容を確認して，問題がなければ「注文請書」

送付し，「受注票」を経理部門へ送付して受注を伝える． 

   ・倉庫部門へ「出荷指示書」を送付して製品の出荷を指示する． 

   ・倉庫部門から「受領書」「出荷伝票」を受取ると、「注文書」と相違がないか確認して,

経理部門へ「出荷伝票」「売上伝票」を送付して，得意先への請求を依頼する． 

   ・経理部門から「入金伝票」を受取り，「注文書」や「売上伝票」と相違がないか確認し

て，経理部門へ「入金伝票」を発行する． 

○倉庫部門： 

  ＜役割＞： 

   ・指示された製品や材料などを得意先へ出荷する． 

  ＜作業＞ 

   ・営業部門から「出荷指示書」を受取ると、得意先へ製品を出荷して，「納品受領書」を

受取る． 

   ・営業部門へ「受領書」といっしょに「出荷伝票」を発行して送付して納品を伝える． 

○経理部門 

  ＜役割＞： 

   ・取引に係る証憑書類や伝票をチェックして仕訳し、財務報告を作成する． 

  ＜作業＞ 

   ・営業部門から「受注票」を受取る． 

   ・営業部門から「出荷伝票」を受取る． 

   ・営業部門から「売上伝票」を受取る． 

   ・「受注票」「出荷伝承」「売上伝票」に相違がないか確認して、得意先へ「請求書」を発

行する． 

   ・得意先から「支払」を受けると，「領収書」を発行する． 

   ・同時に、営業部門へ得意先から「支払」があったことを連絡する． 

   ・営業部門から「入金伝票」を受取ると，「支払」「領収書」と相違がないか確認して入金

の経理処理をおこなう． 

 

 8.1.2 販売業務イベント 

 

 1 得意先→営業部門：注文書を出す 

 2 営業部門→得意先：注文を受入れ注文請書を出す 

 3 営業部門→経理部門：受注票で受注を連絡する 
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 4 営業部門→倉庫部門：出荷指示書を出す 

 5 倉庫部門→得意先：納品書付きで物品を納品する 

 6 得意先→倉庫部門：納品受領書を出す 

 7 倉庫部門→営業部門：納品受領書を送付する 

 8 倉庫部門→営業部門：出荷伝票を出す 

 9 営業部門→経理部門：出荷伝票を送付する 

 10 営業部門→経理部門：売上伝票を出す 

 11 経理部門→得意先：請求書を出す 

 12 得意先→経理部門：支払する 

 13 経理部門→営業部門：入金を連絡する 

 14 営業部門→経理部門：入金伝票を出す 

  

 8.1.3 販売業務プロセスの信頼性のアセスメント 

 

 販売業務における部門の役割と作業，販売業務のイベント，発行/受領される伝票とから，販

売業務プロセスを，業務プロセスの信頼性のアセスメントツールに入力して，以下のとおりアセ

スメントを実行する． 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメントツール実行】 

 

 １．業務プロセスフロー入力（「業務プロセス」シート画面） 

図 8.1.3-1は，「業務プロセス」シート画面に入力した販売業務プロセスフローを示す． 
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部門 得意先 営業 倉庫 経理
伝票No 信頼 1 1 1 1

1 注文 ● ▽
2 注文請書 ▽ △
3 受注票 △ ▽
4 出荷指示書 △ ▽
5 納品書 ▽ △
6 納品受領書 △ ▽
7 納品受領書 ▽ △
8 出荷伝票 ▽ △
9 出荷伝票 △ ▽
10 売上伝票 △ ▽
11 請求書 ▽ △
12 支払 △ ▽
13 入金連絡 ▽ △
14 入金伝票 △ ▼  

図 8.1.3-1 販売業務プロセスフロー 

 

 ２．伝票突合せ集合（「業務プロセス」シート画面） 

図 8.1.3-2 は，「業務プロセス」シート画面上で，入力した販売業務プロセスフローと，

「Voucher」マクロを実行して求めた伝票突合せ集合を示す． 

 

部門 得意先 営業 倉庫 経理
伝票No 信頼 1 1 1 1

1 注文 ● ▽ 1
2 注文請書 ▽ △ 2 1
3 受注票 △ ▽ 3
4 出荷指示書 △ ▽ 4
5 納品書 ▽ △ 5 2 1
6 納品受領書 △ ▽ 6 5 4
7 納品受領書 ▽ △ 7 4 3 2 1
8 出荷伝票 ▽ △ 8 7 4 3 2 1
9 出荷伝票 △ ▽ 9 3
10 売上伝票 △ ▽ 10 9 3
11 請求書 ▽ △ 11 6 5 2 1
12 支払 △ ▽ 12 11 10 9 3
13 入金連絡 ▽ △ 13 10 9 8 7 4 3 2 1
14 入金伝票 △ ▼ 14 13 12 11 10 9 3

伝票突合せ集合

 

図 8.1.3-2 販売業務プロセスの伝票突合せ集合 

 

 ３．伝票突合せ行列の初期値（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 8.1.3-3 は，販売業務プロセスの伝票突合せ集合から,「伝票突合せ行列」シート画面上

で，「Matrix」マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の初期値を示す．  
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

1 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 1 0

2 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 1 0
3 0 0 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 1 1
4 0 0 0 1 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0
5 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0
6 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0
7 1 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0
8 1 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0
9 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 1

10 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 1
11 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1
12 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 1
13 1 1 1 1 0 0 1 1 1 1 0 0 1 1
14 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1  

図 8.1.3-3 販売業務プロセスの伝票突合せ行列の初期値 

 

 

 ４．伝票突合せ行列の推移閉包（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 8.1.3-4は，「伝票突合せ行列」シート画面上で，伝票突合せ行列の初期値から「Warshall」

マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の推移的閉包を示す． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
7 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
8 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
14 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1  

図 8.1.3-4 販売業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包 

 

 

 ５．業務プロセスの信頼性判定 
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 図 8.1.3-4のとおり，販売業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包の成分はすべて 1なので，

本販売業務プロセスで発行される伝票は，すべて，直接・間接に突合せされて，相違がないか確

認されていることを示している．このため，このプロセスで実行される取引で，各伝票の品名，

数量，金額に不整合があると検知される可能性が高い．つまり，本販売業務プロセスは，取引の

信頼性を損なう伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスと判定できる． 

 

 8.2 人事業務プロセスへの適用 

 

 本来の人事業務は，従業員の採用，昇格，異動などの業務を指すが，ここでは金銭が伴なう取

引活動である給与計算や支給業務を扱う．この人事業務は，従業員の所属する各部門，人事部門，

経理部門が，作業を分担して，銀行へ給与の支払いを依頼し，従業員へ振込まれるまでを指す．

この人事業務に関係する各部門の役割と作業，人事業務務のイベントは，以下のとおりである． 

 

 8.2.1 人事業務に関係する部門の役割と作業 

 

○各部門： 

  ＜役割＞： 

   ・勤務報告書を作成し，勤務状況や資格に応じた給与を受取る. 

  ＜作業＞： 

   ・部門に所属する従業員の，毎月の「勤務報告書」を作成して人事部門へ提出する． 

   ・人事部門から「給与明細書」を受領して，部門に所属する従業員へ配付する． 

   ・銀行から従業員の指定口座へ給与が振込まれる．  

○人事部門： 

  ＜役割＞： 

   ・勤務報告に基づいて給与計算をおこない，支払を依頼する． 

  ＜作業＞ 

   ・各部門から「勤務報告書」を受取ると、給与計算をおこない，経理部門へ「支払伝票」

を発行して給与の支払いを依頼する． 

   ・同時に，「給与明細」を各部門へ配布する． 

   ・給与計算結果を人件費として，経理部門へ「計上伝票」を発行する． 

○経理部門 

  ＜役割＞： 
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   ・給与の支払伝票に基づいて，銀行へ給与の支払いを依頼する． 

  ＜作業＞ 

   ・人事部門から給与の「支払伝票」を受取る． 

   ・「支払伝票」に基づいて，銀行へ給与の支払いを依頼する． 

   ・銀行から「支払報告」を受取る． 

   ・人事部門から人件費としての「計上伝票」を受取ると，「支払伝票」「支払報告」と相違

がないか確認して，人件費の経理処理をおこなう． 

 

 8.2.2 人事業務イベント 

 

 1 各部門→人事部門：勤務報告書を提出する 

 2 人事部門→経理部門：給与を計算し支払伝票を出す 

 3 人事部門→各部門：給与明細を配布する 

 4 経理部門→銀行：給与の支払依頼を出す 

 5 銀行→各部門（従業員）：給与を口座に振り込む 

 6 銀行→経理部門：給与の支払報告を出す 

 7 経理部門→人事部門：給与の支払報告を連絡する 

 8 人事部門→経理部門：給与の計上伝票を出す 

  

 8.2.3 人事業務プロセスの信頼性のアセスメント 

 

 人事業務における部門の役割と作業，人事業務のイベント，発行/受領される伝票とから，人

事業務プロセスを，業務プロセスの信頼性のアセスメントツールに入力して，以下のとおりアセ

スメントを実行する． 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメントツール実行】 

 

 １．業務プロセスフロー入力（「業務プロセス」シート画面） 

図 8.2.3-1は，「業務プロセス」シート画面に入力した人事業務プロセスフローを示す． 
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部門 部門 人事 経理 銀行
伝票No 信頼 1 1 1 1

1 勤務報告 ● ▽
2 支払伝票 △ ▽
3 給与明細 ▽ △
4 支払依頼 △ ▽
5 支払 ▽ △
6 支払報告 ▽ △
7 支払報告 ▽ △
8 計上伝票 △ ▼  

図 8.2.3-1 人事業務プロセスフロー 

 

 ２．伝票突合せ集合（「業務プロセス」シート画面） 

図 8.2.3-2 は，「業務プロセス」シート画面上で，入力した人事業務プロセスフローと，

「Voucher」マクロを実行して求めた伝票突合せ集合を示す． 

 

部門 部門 人事 経理 銀行
伝票No 信頼 1 1 1 1

1 勤務報告 ● ▽ 1
2 支払伝票 △ ▽ 2
3 給与明細 ▽ △ 3 1
4 支払依頼 △ ▽ 4
5 支払 ▽ △ 5 3 1
6 支払報告 ▽ △ 6 4 2
7 支払報告 ▽ △ 7 3 2 1
8 計上伝票 △ ▼ 8 7 6 4 2

伝票突合せ集合

 

図 8.2.3-2 人事業務プロセスの伝票突合せ集合 

 

 ３．伝票突合せ行列の初期値（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 8.2.3-3 は，人事業務プロセスの伝票突合せ集合から,「伝票突合せ行列」シート画面上

で，「Matrix」マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の初期値を示す． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8

1 1 0 1 0 1 0 1 0

2 0 1 0 0 0 1 1 1
3 1 0 1 0 1 0 1 0
4 0 0 0 1 0 1 0 1
5 1 0 1 0 1 0 0 0
6 0 1 0 1 0 1 0 1
7 1 1 1 0 0 0 1 1
8 0 1 0 1 0 1 1 1  

図 8.2.3-3 人事業務プロセスの伝票突合せ行列の初期値 
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 ４．伝票突合せ行列の推移閉包（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 8.2.3-4は，「伝票突合せ行列」シート画面上で，伝票突合せ行列の初期値から「Warshall」

マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の推移的閉包を示す． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8

1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1 1
3 1 1 1 1 1 1 1 1
4 1 1 1 1 1 1 1 1
5 1 1 1 1 1 1 1 1
6 1 1 1 1 1 1 1 1
7 1 1 1 1 1 1 1 1
8 1 1 1 1 1 1 1 1  

図 8.2.3-4 人事業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包 

 

 

 ５．業務プロセスの信頼性判定 

 

 図 8.2.3-4のとおり，人事業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包の成分はすべて 1なので，

本人事業務プロセスで発行される伝票は，すべて，直接・間接に突合せされて，相違がないか確

認されていることを示している．このため，このプロセスで実行される取引で，各伝票の従業員

名，人数，金額に不整合があると検知される可能性が高い．つまり，本人事業務プロセスは，取

引の信頼性を損なう伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスと判定できる． 

 

 8.3 本アセスメント手法の未適用・未解析の例 

 

 文献[23]では，内部統制上のリスクと対策をそれぞれの部門毎に検討しているため，業務プロ

セスが，部門毎に分離されて記載されている．前節 8.2 で，本アセスメント手法を適用・解析し

た，人事業務プロセスは，「給与計算」プロセスと「人事費の計上と支払い」プロセルから成る． 

 このうち「給与計算」プロセスは，主に，人事部門の作業が記載されており，人事業務イベン

トは，各部門から人事部門へ勤務報告書を提出すること（8.2.2 人事業務イベントの 1 項目）の

みである． 

 本アセスメント手法は，仕訳として記録された完結して取引（業務手順書に記載される取引の

サイクル）で発生する伝票突合せに注目しているため，「給与計算」プロセスのように、記載さ

れた業務プロセスのままでは，本手法の適用・解析ができない．本手法の適用・解析に際しては，
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分離された個々の業務プロセスを統合して適用・解析した． 

 

 8.4 業務プロセスへの適用のまとめ 

 

 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，第 6 章では，文献[1]から抽出した仕入業務プ

ロセスに適用・解析した．本章では，文献[23]から抽出した販売業務プロセル，人事業務プロセ

スに適用・解析して業務プロセスの伝票不整合リスク（信頼性）を評価した．いずれの業務プロ

セスにも，本アセスメント手法は容易に適用でき，本手法の汎用性の一旦を示すことができた． 

 業務プロセスは，定評のある文献[1，23]から抽出したもので，企業でも，長年使い込まれて

いる標準的な業務プロセスの原型と思われる．業務プロセスの信頼性のアセスメント手法で，こ

れらの業務プロセスは，すべての伝票突合せがおこなわれ，伝票不整合リスクが低い（信頼でき

る）業務プロセスであると判定されたことに，注目してよいと思われる．長年使い込まれている

業務プロセスは，経験的に，伝票不整合リスクが低くなるように設計されている可能性がある． 

 企業で実際に使われている業務プロセスは，企業活動の基盤であり，一般に社外秘であるため，

業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，適用できていないので，実証できておらず，今後

の課題である．なお，企業で使われている業務プロセスには，標準的業務プロセスを，企業の事

情に合うようにカスタマイズして用いられている例もあるとか考えられる．カスタマイズされた

業務プロセスが，伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスを保っているか興味のあ

るところである．業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の業務プロセスへの適用の，将来の

課題として取組んで行きたい． 
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第９章 部門の信頼性リスク 

 

 これまで議論してきた，業務プロセスダイアグラムと伝票不整合リスク判定アルゴリズムを用

いた，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，より実務に適合するように拡張することを

検討する． 

 実務では，業務プロセスが，会社の外部（得意先や仕入先など）にまたがることがあり，この

とき，会社の内部統制上の業務プロセスの信頼性の判定としては，会社の外部で行なっている伝

票突合せは無効とするのが妥当である．また，会社内部の部門でも，部門の作業や伝票突合せを

アルバイトのような未習熟者が担当しているとき，その部門での伝票突合せの信頼性に対するリ

スクが高いため，その部門の伝票突合せを無効として，業務プロセスの信頼性の判定をおこない

たいことがある． 

 このように，部門毎の伝票突合せを有効とするか，無効とするかを，部門毎の信頼性に対する

リスクの有無と捉え，会社の外部やアルバイトの担当する部門のように信頼性に対するリスクの

有る部門の伝票突合せを無効とできるように，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を拡張

する． 

 

 9.1 部門の信頼性リスクに対応する業務プロセスの信頼性のアセス

メント手法の拡張 

 

 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法では，部門の伝票突合せ状況を，業務プロセスダイ

アグラムの伝票突合せ集合（Vi）で捉えている（図 9.1-1）． 

 このため，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，部門の信頼性リスクに対応されるに

は，業務プロセスダイアグラムの伝票突合せが，信頼性に対するリスクのある部門によるときに

は，伝票突合せ集合（Vi）を常に空集合（φ）とみなせば良い．信頼性に対するリスクの無い部

門のときは，従来どおり，伝票突合せ集合（Vi）を用いることにする．なお，このとき，部門毎

に信頼性レベル値を設けて，信頼性リスクのある部門の信頼レベルは 0，信頼性リスクのない部

門の信頼性レベルは 1、を設定する． 

 伝票不整合リスク判定アルゴリズムには，部門の信頼性に対するリスクの有無は影響がないの

で，部門の信頼性リスクに対する業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の拡張は，これだけ

良い． 

 部門の信頼性リスクの観点から，図 9.1-2 の標準仕入業務プロセスダイアグラムについてみる

と，部門に会社外部の仕入先が含まれている．そのため，仕入先の信頼性レベルは 0 と設定して
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伝票突合せ集合（V5，V8）を無効（φ）にして，調達部門や倉庫部門，経理部門の信頼性レベル

は 1 と設定して，従来どおり、伝票突合せ集合は有効とする． 

 

 

 

図 9.1-1 標準仕入業務プロセスダイアグラム 

 

 

 9.2 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法（拡張版）の適用 
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 早速，拡張した業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，業務プロセスの信頼性のアセス

メントツールを使って，この標準仕入業務プロセスに適用してみる． 

 

9.2.1 仕入業務プロセスの信頼性のアセスメント手法（拡張版）の適用 

 

 ここでは，上記のとおり，各部門の信頼性レベルは，仕入先：0，調達部門：1，倉庫部門：1，

経理部門：1 とする．つまり，仕入先の伝票突合せは無効とする． 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメントツール（拡張版）実行】 

 

 １．業務プロセスフロー入力（「業務プロセス」シート画面） 

図 9.2.1-1 は，「業務プロセス」シート画面に入力した仕入業務プロセスフローを示す． 

 

部門 仕入先 調達 倉庫 経理

伝票No 信頼 0 1 1 1

1 注文 ▽ ●

2 納品 △ ▽
3 検収 ▽ △
4 入庫 △ ▽
5 受領 ▽ △
6 購入 △ ▽
7 支払依頼 △ ▽
8 支払 ▽ △
9 領収 △ ▼  

図 9.2.1-1 仕入業務プロセスフロー 

 

 ２．伝票突合せ集合（「業務プロセス」シート画面） 

図 9.2.1-2 は，「業務プロセス」シート画面上で，入力した仕入業務プロセスフローと，

「Voucher」マクロを実行して求めた伝票突合せ集合を示す． 

 

部門 仕入先 調達 倉庫 経理

伝票No 信頼 0 1 1 1

1 注文 ▽ ●

2 納品 △ ▽ 2
3 検収 ▽ △ 3 1
4 入庫 △ ▽ 4
5 受領 ▽ △
6 購入 △ ▽ 6 4
7 支払依頼 △ ▽ 7 6 4
8 支払 ▽ △
9 領収 △ ▼ 9 8 7 6 4

伝票突合せ集合
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図 9.2.1-2 仕入業務プロセスの伝票突合せ集合 

 

 ３．伝票突合せ行列の初期値（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 9.2.1-3 は，仕入業務プロセスの伝票突合せ集合から,「伝票突合せ行列」シート画面上で，

「Matrix」マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の初期値を示す． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

2 0 1 0 0 0 0 0 0 0
3 1 0 1 0 0 0 0 0 0
4 0 0 0 1 0 1 1 0 1
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 0 0 0 1 0 1 1 0 1
7 0 0 0 1 0 1 1 0 1
8 0 0 0 0 0 0 0 0 1
9 0 0 0 1 0 1 1 1 1  

図 9.2.1-3 仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の初期値 

 

 ４．伝票突合せ行列の推移閉包（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 9.2.1-4 は，「伝票突合せ行列」シート画面上で，伝票突合せ行列の初期値から「Warshall」

マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の推移的閉包を示す． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 1 0 1 0 0 0 0 0 0

2 0 1 0 0 0 0 0 0 0
3 1 0 1 0 0 0 0 0 0
4 0 0 0 1 0 1 1 1 1
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 0 0 0 1 0 1 1 1 1
7 0 0 0 1 0 1 1 1 1
8 0 0 0 1 0 1 1 1 1
9 0 0 0 1 0 1 1 1 1  

図 9.2.1-4 仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包 

 

 ５．業務プロセスの信頼性判定 

 

 図 9.2.1-4 のとおり，仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包の成分には，0 が残って

いるので，直接・間接に突合せされない伝票がある．例えば，倉庫部門から仕入先に送付された

納品書は，伝票突合せ行列の 2 行目（または 2 列目）をみると，どの伝票とも突合せされていな
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いことがわかる．このため，この取引の中で，納品書の品名，数量，金額に他の伝票と不整合が

あっても検知されないリスクが残る．つまり，仕入先による伝票突合せを無効とすると，仕入業

務プロセスは，取引の信頼性を損なう伝票不整合リスクのある（信頼できない）業務プロセスと

判定される． 

 

9.2.2 仕入業務プロセスの改良と信頼性のアセスメント手法（拡張版）

の判定 

 

 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法で，業務プロセスが信頼できないと判定されると，

業務プロセスの改良を試みる．現状では，業務プロセスの改良は，ずべての伝票が突合せされる

ように，業務プロセスのイベントの変更や新たなイベントの追加を試行錯誤する．実務上は，イ

ベントを変更，追加すると，業務効率が悪くなることがあるため，注意が必要である．業務効率

が極端に悪くなるときは，伝票不整合リスクを受容できるなら，業務プロセスを改良しない判断

もある． 

 本標準仕入業務プロセスに対しては，引用した文献（「ビジネスゼミナール会社経理入門」）[1]

に立ち返り，業務プロセスのイベントを詳細に検討して，注に記載されていた事項も忠実に取り

込み，業務プロセスに 2 つのイベントを追加した． 

 一つは，調達部門から注文書を仕入先に送付すると同時に，写しを倉庫部門に送付するイベン

トであり，もう一つは，経理部門が仕入先から領収書を受領すると，経理部門から調達部門へ領

収書の受領を連絡するイベントを追加することである．改良した業務プロセス（図 9.2.2-1）に

対して，拡張した業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，アセスメントツールを使って適

用する． 
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図 9.2.2-1 改良仕入業務プロセスダイアグラム 

 

【業務プロセスの信頼性のアセスメントツール（拡張版）実行】 
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 １．業務プロセスフロー入力（「業務プロセス」シート画面） 

図 9.2.2-2 は，「業務プロセス」シート画面に入力した改良した仕入業務プロセスフローを示

す． 

 

部門 仕入先 調達 倉庫 経理

伝票No 信頼 0 1 1 1

1 注文 ▽ ●

2 注文写し △ ▽
3 納品 △ ▽
4 検収 ▽ △
5 入庫 △ ▽
6 受領 ▽ △
7 購入 △ ▽
8 支払依頼 △ ▽
9 支払 ▽ △
10 領収 △ ▽
11 領収受領 ▼ △  

図 9.2.2-2 改良した仕入業務プロセスフロー 

 

 ２．伝票突合せ集合（「業務プロセス」シート画面） 

図 9.2.2-3 は，「業務プロセス」シート画面上で，入力した改良仕入業務プロセスフローと，

「Voucher」マクロを実行して求めた伝票突合せ集合を示す． 

 

部門 仕入先 調達 倉庫 経理

伝票No 信頼 0 1 1 1

1 注文 ▽ ●

2 注文写し △ ▽ 2
3 納品 △ ▽ 3 2
4 検収 ▽ △ 4 2 1
5 入庫 △ ▽ 5
6 受領 ▽ △
7 購入 △ ▽ 7 5
8 支払依頼 △ ▽ 8 7 5
9 支払 ▽ △
10 領収 △ ▽ 10 9 8 7 5
11 領収受領 ▼ △ 11 8 7 6 4 2 1  

図 9.2.2-3 改良仕入業務プロセスの伝票突合せ集合 

 

 ３．伝票突合せ行列の初期値（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 9.2.2-4 は，改良仕入業務プロセスの伝票突合せ集合から,「伝票突合せ行列」シート画面

上で，「Matrix」マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の初期値を示す． 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

2 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1
3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
4 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1
5 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 0
6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
7 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 1
8 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 1
9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

10 0 0 0 0 1 0 1 1 1 1 0
11 1 1 0 1 0 1 1 1 0 0 1  

図 9.2.2-4 改良仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の初期値 

 

 ４．伝票突合せ行列の推移閉包（「伝票突合せ行列」シート画面） 

図 9.2.2-5 は，「伝票突合せ行列」シート画面上で，伝票突合せ行列の初期値から「Warshall」

マクロを実行して求めた伝票突合せ行列の推移的閉包を示す． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
7 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
8 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1  

図 9.2.2-5 改良仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包 

 

 ５．業務プロセスの信頼性判定 

 

 図 9.2.2-5 のとおり，改良した仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移閉包の成分はすべて

1 なので，本仕入業務プロセスで発行される伝票は，すべて，直接・間接に突合せされて，相違

がないか確認されていることを示している．このため，このプロセスで実行される取引で，各伝

票の品名，数量，金額に不整合があると検知される可能性が高い．つまり，改良の結果，仕入業

務プロセスは，取引の信頼性を損なう伝票不整合リスクの低い（信頼できる）業務プロセスとな
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ったと判定できる． 
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第１０章 関連研究 

 

 取引の信頼性（実在性）の一部を立証するために，取引業務で発生するドキュメント（伝票）

の整合性に着目して業務プロセスをモデル化し，評価に取り組んだ例は，我々の知る限りないと

思われる．しばしば同様な研究はすでに行なわれているとの指摘を受けるが，行なわれている具

体的な研究についての情報は示されないため，入手できていない． 

 本論文の取組みは，具体的な実務上の観点から業務手順書や業務プロセスを科学的，客観的に

分析してモデル化し，実務的な観点から評価しているところが新しいと考える． 

 本章では、最初に，COSO[42]や COBIT[42，48]，システム管理基準 追補版[46,47]などによ

る，財務報告の信頼性の確保に対する手法を紹介する． 

 次に，業務プロセスを法律や規格へのコンプライアンスの観点から，対象を客観的にモデル化

し分析，研究する要求分析やモデル化の分野について紹介する．この分野では，内部統制のフレ

ームワークの COSO や，ヘルスケア個人情報保護の HIPPA を分析して，法律や規格全体を網羅

するフレームワークを与えているが，本論文のような具体的な対策や手法は提案されていない． 

 最後に，主にソフトウェアシステムに対する対応であるが，システム管理基準追補版の追加付

録[47]において，財務報告の信頼性の確保のために，ISO/IEC15408 セキュリティ評価基準を用

いて，セキュリティ目標（プロテクション・プロファイル）を作成した取組みを紹介する．この

プロテクション・プロファイルは筆者が作成したもので，財務報告の信頼性に対するリスクを，

セキュリティの脅威と捉えて，その対策が脅威に対して必要十分であるか評価している．  

 

 10.1 内部統制実施基準に基づく対策 

 

 信頼できる業務プロセスの構築について，内部統制実施基準[45]には，取引に係る業務の流れ

図や業務記述書を作成して，リスク分析をおこない，識別されたリスクに対して対策（統制）を

取る手順が示されている．これに沿って，業務や会計の専門家が，ガイドラインや文献に，リス

クの対応の方法や，リスクと対策（統制）の一覧が上げられている．図 10.1-1 に、筆者も作成

に係ったシステム管理基準追補版付録[47]に上げられている販売プロセスに対するリスクと対

策一覧の例を示す． 

 文献[24，26，27，28，29，30，34，35]は，COSO[42]や内部統制実施基準[45]の背景や考え

方]を，わかりやすく解説，整理したものである． 

 文献[23，25，31，32，33，36，37，38，39，40，41]は，COSO[42]や内部統制実施基準[45]

に沿って，網羅的にリスクを識別して，実務的な対策を取る手法が示されているが，本研究のよ

うに，科学的，客観的に業務プロセスをモデル化し，分析，評価に取り組んだ例はない． 
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 なお，本研究では，会社経理の基本を説明し，記載されている業務プロセスが基本的，標準的

な文（ビジネスゼミナール会社経理入門）[1]と，本研究とアプローチ方法は異なるが，業務プ

ロセスを詳細に分析し，監査要点に基づいてリスクと対策を提示している文献（内部統制の入門

と実践）[23]に，それぞれ記載されている業務プロセスの例を参考にして，業務プロセスの分析，

評価をおこなった． 
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図 10.1-1 販売プロセスのリスクと対応一覧の例 
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 10.2 要求工学やモデル化を活用した対策 

 

 業務プロセスを法律や規格へのコンプライアンスの観点から，対象を客観的にモデル化し分析，

研究する Business Process Compliance の分野において，文献[50，51]は，内部統制のフレーム

ワークの COSO やヘルスケア個人情報保護の HIPPA（Health Insurance Portability and 

Accountability Act of 1996）など全体を分析して法律や規格全体を網羅するフレームワークを与

えているが，本研究のような具体的な対策は提案されていない． 

 文献[52]は，財務会計を，Financial Accounting System としてモデル化して分析する REA 

(Resources, Events, Agents)の研究であるが，この中では，財務会計全体を分析対象としており，

会計監査に関する具体的な提案はされていない． 

 文献[60]は，内部統制のリスク対策が有効であるか，CafeOBJ で厳密な論理的な検証を行って

いる．本研究が内部統制の特定のリスクのみを扱っている点が異なる． 

 文献[61]は、業務プロセスのドキュメントに着目する点は本研究と一致するが，本研究が具体

的なドキュメントの不整合リスクのみを扱っている点が異なる． 

 文献[53，54，55，56，59，63]は，セキュリティの分野において，Secure Tropos でリスクと

対策のフレームワークを与えているが，本研究が内部統制の特定のリスクのみを扱って対策して

いる点が異なる． 

 文献[57，58]は，FCL（Formal Contract Language）でリスクと対策のフレームワークを与

えている．やはり，本研究が内部統制の特定のリスクのみを扱って対策している点と異なってい

る． 

 

 10.3 ISO/IEC15408 を活用した対策 

 

 システム管理基準追補版の追加付録において，財務報告の信頼性の確保のために，

ISO/IEC15408 セキュリティ評価基準を用いて，セキュリティ目標（プロテクション・プロフ

ァイル）を作成した取組みがある[47]． 

 プロセクション・プロファイルでは，財務報告に関わる関係者と役割の洗出し，ソフトウェア

システムのリスク分析をおこない，リスクをセキュリティの脅威として識別し，対策を立てる．

次に，この対策が識別した脅威に対して必要十分であるか評価し，さらに，対策が持つべき要件

を ISO/IEC15408 に掲載されているセキュリティ要件から抽出して，対策がセキュリティ要件

を満たす，必要十分な対策となっているか評価する． 

 例えば、仕訳データの入力誤りを，リスク（脅威）として識別すると，作業のプルーフリスト
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を残して確認することなどが対策として考えられる．これらの対策が．脅威に対して必要十分な

対策になっているか評価する．さらに，プルーフリストの作成，確認に必要な要件を，

ISO/IEC15408 のセキュリティ要件集から抽出して対応させ，対策に対して必要十分な要件にな

っているか評価する． 

 ISO/IEC15408 による手法は，実務で使われるソフトウェアシステムに対して，具体的なリス

クと対策の検討手法を与えており参考になる．しかし，リスク、対策、要件間の必要十分性の議

論は，やや経験的，主観的で，専門的な知識や経験を持った評価者，認証者でないと理解するの

は難しい． 
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第１１章 結論 

 

 最後に，本研究の課題と成果，提案した業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の制約をま

とめ、今後の取組みについて述べる． 

 

 11.1 本研究の課題と成果 

 

 経営者には内部統制の観点から，信頼できる業務プロセスの構築を求められているが，従来，

業務プロセスの信頼性には客観的な基準などはなく，公認会計士などの専門家の知識や経験によ

る主観的な判断に頼らなければならなかった． 

 この課題に対して，本研究では，取引の実在性に係る「業務プロセスの信頼性」の一部に限定

されるが，業務プロセスで発行されるドキュメント（伝票）に着目して，これまで提案されてい

ない「伝票の突合せによる整合性」を，業務プロセスの信頼性の一つの基準として定式化し，こ

の基準に基づいてモデル化し，業務プロセスの信頼性の一つについて，科学的，客観的なアセス

メント手法を提案し評価した． 

 本論文で定式化した業務プロセスの信頼性の一つの基準「業務プロセス上で実行される取引の

すべての伝票が突合せされ整合している」は，会計や会計監査，内部統制の概念分析をおこない，

試行錯誤から導き出した本研究の成果である． 

 さらに，この基準に沿って，業務プロセスの伝票突合せを設計して，業務プロセスダイアグラ

ムでモデル化し，伝票突合せ行列を使って，伝票突合せ不整合リスクを数理的に判定するアルゴ

リズムを示した． 

 そして，業務プロセスの信頼性の一つの基準，業務プロセスダイアグラム，伝票不整合リスク

判定アルゴリズムを統合して，「業務プロセスの信頼性のアセスメント手法」を提案した． 

 また，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法が，現場の業務プロセス評価に適用しやすい

ように，アセスメント手法を MS-Excel と VBA を用いてツール化した． 

 以上が，本研究の成果である． 

 なお，提案した業務プロセスの信頼性のアセスメント手法に対して，さまざまな業務プロセス

に適用して，会計の専門家でなくとも，業務プロセスの信頼性の判定ができることを示した． 

 また，伝票突合せする部門毎の信頼性のレベルを考慮できるように，業務プロセスの信頼性の

アセメント手法を拡張して，実務により適合するようにした． 
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 11.2 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法の制約 

 

 一方，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法は，実務を，科学的，客観的に議論できるよ

うにモデル化しており，実務のあいまいな点や複雑過ぎて扱えない点を除外しているので，モデ

ル化で抜け落ちた部分が，そのまま，アセスメント手法の制約や制限となっている．第 4 章の

4.2 伝票突合せのモデル化で示した前提が、アセスメント手法の適用における制約や制限である． 

 信頼性の基準を，業務プロセスで実行される取引において発行される伝票（ドキュメント）の

突合せとしているので，そもそも伝票（ドキュメント）が発行されない業務プロセスには適用で

きない．また，伝票が発行されていても，突合せて一致しているか，相違しているか，を比較で

きる項目を，すべての伝票が持っている必要がある．さらに，アセスメント手法を適用するには，

業務プロセスの部門には，業務規則などによって役割や作業の順番が明確に定まっている（責務

分離）必要がある．取引によって作業範囲や順番が変ると伝票突合せの有無を判定できない． 

 

 11.3 今後の取組み 

 

 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法には，業務プロセスの信頼性の一つの基準に沿った

手法であり，業務プロセスの信頼性の全般をカバーできるものではないが，専門家の知識や経験

による主観的な判断に頼りがちな分野での，一つの試みであり，科学的，客観的に分析すること

で，経験的に知られていた事象が，科学的，客観的に議論できるようになった． 

 また，アセスメント手法は，見通し良く，シンプルに構成されているので，実務に合わせた拡

張も容易であり，実務の沿った部門の信頼性レベルの拡張も簡単に実施できた． 

 今後，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を，より完成度の高い手法にしていくために，

これまで実施してきた取組みのいくつかを，今後の取組みとして示す． 

 

 11.3.1 部門の信頼性と伝票の送受信との関係 

 

 会社において，経理部門は信頼性の高い部門と認知されている．業務プロセスの信頼性のアセ

スメント手法を，さまざまな業務プロセスに適用して作成した業務プロセスダイアグラムをみる

と，経理部門は，もっぱら伝票を受信することが多く，伝票を送付することが少ないことに気が

ついた（図 11.3.1-1）．長年に渡ってつちかった経験に基づいて構築された業務プロセスに，部

門の信頼性と伝票を送受信する部門の役割に関係があるのか検討して行きたい。 
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図 11.3.1-1 仕入業務プロセスのフロー図 

 

 11.3.2 集中的な伝票突合せへの対応 

 

 第 4 章の 4.2.2 伝票突合せ方法の設計で述べたように，提案した業務プロセスの信頼性のアセ

スメント手法では，すべての部門が伝票を突合せする分散的な伝票突合せ方法を採用している． 

 会計システムを運用して，DB を介して伝票の送受信をおこなっている場合は，DB 上で伝票

突合せをおこなう集中的な伝票突合せ方法と考えられ，すべての伝票は自然に突合せられている

ように感じられる．アセスメント手法はシンプルなので，集中的な伝票突合せ方法に対応できる

ように拡張して試行してみた．DB を一つの部門として，常に伝票が送受信される業務フローと

し，部門としての DB の信頼性レベルを，送受される伝票は常に突合せされたと見なせるように

した．拡張した業務プロセスの信頼性のアセスメントツールの実行結果を、以下の図 11.3.2-1，

図 11.3.2-2 に示す． 

 図 11.3.2-2 の伝票突合せ行列の推移的閉包をみると，倉庫部門が仕入先から直接受取った納品

書は突合せ検証されていないことがわかる．DB 上で，伝票が突合せされるのは，倉庫部門が注

文書を DB 登録した後からとなる． 

 このように，直観的には，集中的の伝票突合せ方法で，すべての伝票は突合せされていると感

じられる場合でも分析してみると，そうとは限らないこともある．今後，伝票突合せの集中的な

方法へも，モデルを拡張して試行していきたい． 
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図 11.3.2-1 DB を介した仕入業務プロセスフロー 

 

 

図 11.3.2-1 DB を介した仕入業務プロセスの伝票突合せ行列の推移的閉包 
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 11.3.3 伝票突合せ条件の拡張 

 

 上記（11.3.2）のように，伝票突合せの集中的な方法の対応では，その部門を通過する伝票は

突合せされているとみなす，という伝票突合せに条件を拡張した．現行では，伝票突合せ条件を，

部門が受信した伝票と，すでに自部門で送信，受信したすべての伝票と突合せするとしているが，

その他に，直前の伝票との突合せだけに制限する，伝票毎に突合せされた回数を考慮する，直接

突合せされた伝票と間接的に突合せされた伝票を区別する，など，さまざまな検討をすることが

できる．今後，業務プロセスの環境によって，適切な伝票突合せ条件を検討していきたい． 

 

 11.3.4 伝票不整合リスクの高い（信頼できない）業務プロセスの改

善 

 

 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法で，伝票不整合リスクの高い（信頼できない）業務

プロセスと判定されると，伝票不整合リスクの低い（信頼できる）と判定されるように，業務プ

ロセスを変更する必要がある．業務プロセスの変更作業は，現行では試行錯誤でおこなっている

が，今後は，どのようにイベントを追加，変更すると良いかをガイドする手法を検討していきた

い． 

 

 11.3.5 内部統制報告書への対応 

 

 企業の業務プロセスは，企業活動の基盤であり，一般に社外秘であるため，業務プロセスの信

頼性のアセスメント手法を，実務で検証はできておらず，今後の課題である． 

 そのような中で，会社の内部統制に問題あると指摘を受けると，内部統制制度により，内部統

制報告書にその問題点記載される．ここに記載された内容から，一部ではあるが業務プロセスが

推測できる場合があり，業務プロセスを分析し，業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を適

用し，信頼性の一つを判定できる可能性がある． 

 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法を適用して，業務プロセスの改善につなげることが

できれば有効だと考えている 
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